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をもたらした。英国では、 1996年に牛海綿状脳症 (BSE: Bovine Spongiform Encephalopathy) 
















う新たな機関として食品基準庁 (FSA: Food Standards Agency)が2000年に組織され、既
存省庁からの権限委譲を受け食品安全政策を担っている。また、欧州でも、同じく BSE問
題を契機として、欧州委員会における健康・消費者保護総局への食品安全政策権限の集約



































けではない。現在では i1975年国王の大臣法J(組nistersof Crown Act 1975) に基づき
枢密院令 (Orderin Council) によって権限の変更が行われることとなっている。戒能通
厚編『現代イギリス法辞典j(2003年)209頁のほか、吉本紀「国の行政組織編成権の分















頁参照D 英国政府は、政府運営のもとで、の内部ノレーノレ及び手続を定める TheCabinet Manual 
を2011年に作成しており、そこでは、首相が政府機構の変更について責任を負うと記載






































第一に、食品基準庁の統治組織については、第 1章第 l節および第 2節で取扱う初期設計























assessmentは「リスクアセスメントj と記載し、意味内容については本稿第 3章第 1項で
解説する 120 第三に、 precautionaryprincipleの訳語については、「予防原則j とすること
について議論がある 13ところであるが、学術論文においてこの訳語が既に定着しているため、
本稿においても「予防原則」と記載する。第四に、 publicheal thは、邦語文献において英




















14例えば、英国の 1999年食品基準法第 1条第 2項については、京都大学大学院農学研究科
生物資源経済学専攻農業組織経営学研究室『食品安全確保の社会システムと食品行政(翻
訳編)j (2003年 2月)219頁(翻訳者一俊洋子)がある。また、 EUのRegulation(EC) 




Codex委員会 (Codex: Codex Alimentarius Commission)は、食品基準等を策定するため、
国際連合食糧農業機関 (FAO: Food and Agricul ture Organization of the Uni ted Nations) 
と世界保健機関 (WHO: Wor ld Heal th Organization)により 1963年に設立された政府問機
関であり、消費者の健康保護、食品貿易の公正な実施の確保等を目的としている 15。現在で
は 184カ国と l機関 (EU)が加盟しており、 FAO本部(ローマ)に事務局を置き、執行委員
会のほか、一般問題部会、個別食品部会、特別部会、地域調整部会が設置されている160
Codexの基準は、国の立法に替わるものではなく 1i、加盟国を必ずしも拘束するわけでは
ない。ただし、世界貿易機関 (WTO: Wor ld Trade Organization)の「衛生及び植物検疫措
置の適用に関する協定J(SPS協定 Agreementon the Application of Sanitary and 
Phytosanitary Measures)は、第 3条第 1項において、国際的な基準、ガイドライン又は
勧告がある場合はそれらを基礎とする旨言及し、また、鮒員IJA 3. (a) において、国際的な
基準、ガイドライン及び勧告とは、食品安全については Codex委員会により策定された基
準、ガイドライン及び勧告である旨定義していることから、 WTO加盟国はCodexの基準に実




における SPS協定草案の検討である 190 1993年の第20回Codex総会では、リスクアナリシ
15 http://www.codexalimentarius.net/web/ index_en. j sp， Codex Al imentari us Commiss ion， 
PROCEDUAL ~仏NUAL Twentieth edition (2011)， P4. 
16 FAO/WHO， UNDERSTANDING THE CODEX ALIMENTARIUS Third edi tion (2006)， P16-19. 







19 REPORT OF THE NINETEENTH SESSION OF THE JOINT FAO/附mCODEX ALlMENTARIUS COMMISSION 







メントの役割に関する原員IJ(Statements of Principle relating to the Role of Food Safety 
Risk Assessment)がCodexの適用する原則に補足された220 また、 2003年には、 Codexにお
ける作業原則として確立され、 iCodexの枠組みにおけるリスクアナリシスの適用のための
作業原刻J(Working Principles for Risk Analysis for application in the framework of 
the Codex Alimentarius)が proceduralmanualに掲載されることとなり、現在のリスク
アナリシスの枠組みが明文により成立した230 さらに、 2007年には、「政府が適用する食品
安全関係のリスクアナリシスのための作業原則J(Working Principles for Risk Analysis 










20 REPORT OF THE TWENTEENTH SESSION OF T託EJOINT FAO/WHO CODEX ALIMENTARIUS CO凶HSSION
(Geneva， 28 June 四 7July 1993)， col. 57-71. なお、 SteveC. Hathawayは、ニュージー
ランド食品安全局でDirectorであった人物である。 See，NEW ZEALAND FOOD SAFETY 
AUTHORITY， NZFSA Conference 2010， P3. 
21 Report of the Joint FAO/WHO Expert Consultation， APPLICATION OF RISK ANALYSIS TO 
FOOD STANDARDS ISSUES (Geneva， 13-17羽arch1995)， P30. 
22 Codex Alimentarius Commission 22nd Session Report (Geneva， 23-28 June 1997)， 
P5， 6， 90. 
23 FAO/腕10，UNDERSTANDING T百ECODEX ALlMENTARIUS Third edition (2006)， P22. Codex 
Alimentarius Commission， PROCEDUAL ~仏関AL Thirteenth edition (2003)， P42-48. 
24 WORKING PRINCIPLES FOR RISK ANALYSIS FOR FOOD SAFETY FOR APPLICATION BY GOVE陀~MENTS






























25 The BSE Inquiry Volume 15 Government and Public Administration， P41-52. 
26 Food Standards Agency， A FRAME¥VORK FOR MEASURING FOOD RISK MANAGEMENT AGAINST 
PHILLIPS' LESSONS (PAPER NOTE 02/02/05， 14 February 2002)， Pl-7. 






























今後の課題と方向性ーリスク情報のより一層の活用と進展に向けて-J (平成 19年 9月)
19真。
30 向上 36頁。





EUの諸機関としては、欧州理事会 (theEuropean Council)、欧州議会 (theEuropean 
Parliament)、理事会 (theCouncil)、欧州委員会 (theCommission)、欧州司法裁判所33 (the 
Court of Justice of the European Union)が重要である。欧州l理事会は、専ら政治的決
定を行い、立法権は有しなし ¥340 欧州議会も立法権を有しないが、協議手続や同意手続、共
同決定手続によって立法過程に関与する350 理事会は、政策決定およびそれの履行の立法を










定めた Regulation (EC) No 178/200241である。この規郎のもと、いわゆる「衛生パッケー
32 岡村亮『新ヨーロッパ法~ (2010年)439頁D







38 庄司克宏 ~EU 法基礎篇~ (2003年)44頁。
39 岡村亮『新ヨーロッパ法~ (2010年)105，110，111頁。
40 向上 112-113真。






「食品衛生に関する規則J(Regulation (EC) No 852/2004)、「食品衛生に関する特別の衛
生規定を定める規則J(Regulat ion (EC) No 853/2004)、「人間の消費を意図した動物起源









生産 (primaryproduct ion) 43から始まるフードチェーンを通して食品安全を確保すること
が重要であること、出CCP(hazard analysis and critical control point)原則に基づく
手続の一般的な実行が「良き衛生の実践J(good hygiene practice)を適用しながら食品
産業事業者の責任を強化すべきであること等を第 1条第 1項で規定している。また、「良き
衛生の実践j に向けた指針については第三章(第 7条~第9条)で規定し、必芯JEX1 PART B 
で各種トレーサビリティを含む推奨事項が挙げられているD 本稿では、第 2章において









42樋口修 iEUの食品安全法制一輪入食品規制を中心として-J レファレンス平成20年 10
丹号54-55頁ロ樋口修 iEU食品安全政策の展梼と動向一中・東欧諸国等への EU拡大の影
響を中心に一Jレフアレンス平成 18年9月号79-80真。





(Regulation) を定めている。また、 EU指令 (Directive) の履行のため、国内規則
(Regulation) を定めているロ食品安全分野の国内立法をリスト化した食品法令ガイド
(Food Law Guide) (Updated January 2011)を参照すると、そのような伊jとして、「衛生パ
ッケージjにあたる EU規則及び即指令にかかる FoodHygiene (England) Regulations 2006 
がある o EU法に由来しないものとしては、国内の食品立法の枠組みを規定する 1990年食品
安全法 (FoodSafety Act 1990)、食品基準庁の組織について規定する 1999年食品基準法
(Food Standards Act 1999) といった法律があるほか、添加されたクロロホノレムを含む食
品の販売及び輸入を禁止する Chloroformin Food Regulations 1980等の Regulationがあ
るが、数は多くない。なお、本稿では食品安全行政の組織と機能を取り扱うため、第 1章
において 1999年食品基準法を中心に紹介等を行うこととする。

















45 Office of Science and Technology， The Use of Scientific Advice in Policy Making 
(March 1997). 
46 Department for Business Innovation & Skills， Guidelines 2000: Scientific Advice 
12 
インJ(2005年 10月) 47、「政策策定における科学技術的助言の利用に関する政府主席科学





る行動規範が策定されている o I科学的諮問委員会のための行動規範J(2001年 12月)50は、
上記でふれた「ガイドライン 2000 科学的助言と政策策定J(2000年 7月)の存在を念頭





科学的助言に関する原則J(2010年 3月) 51があるD この原則は、内務省の科学的諮問委員
会である「薬物乱用に関する諮問委員会J(the Advisory Council on the Misuse of Drugs) 
の委員長であった DavidNuれが 2009年 10月 30日に内務大臣によって解任されたことを
契機として、王立協会会長の MartinRees及びその他の科学者によるガーディアン紙上で
の提言 (6November statement)、それについての下院科学技術委員会 (Houseof Commons 
Science and Technology Committee)での検討を経て、政府が定めたものである520 原則の
うち主なものとして、「政府は、その独立した科学的助言者の学問的自由、専門家としての
地位、専門的知識を尊重し評価しなければならないoJ、「科学的助言者は、その職務につい
and Policy Making (July 2000). 
47 HM Government， Guidelines On Scientific Analysis In Policy Making (October 2005). 
48 Government Office for Science， The Government Chief Scientific Advisor's Guidelines 
on the Use of Scientific and Engineering Advice on Policy Making (June 2010). 
49 Ib i d， P3-4. 
50 Office of Science and Technology， Code of Practice for Scientific Advisory 
Committees (December 2001). 
51 Government Office for Science， Principles of scientific advice to government (March 
2010). 
52 David Nutt解任の経緯、科学者の提言、下院科学技術委員会で、の検討については、 House
of Commons Science and Technology Commi ttee， The Government's review of the principles 
applying to the treatment of independent scientific advice provided to government， 

























53 Food Standards Agency， Good Practice Guidelines for the Independent Scientific 
Advisory Committees (December 2006). 
54 Food Standards Agency， CODE OF CONDUCT FOR MEMBERS OF THE BOARD OF THE FOOD STANDARDS 
AGENCY. 
55 Advisory Committee on the Microbiological Safety of Food， CODE OF PRACTICE FOR 
話EMBERS.
56 Commission of the European Communities， EUROPE凶 GOVE悶凶CEA腕UTEPAPER 
(COM (2001) 428 final， 25.7.2001) P19. 





















58 Commission of the European Communities， CO泊町NICATIONFROM THE CO附 ISSIONON THE 
COLLECTION AND USE OF EXPERTISE BY Tr芭 COMMISSION:PRINCIPLES AND GUIDELINES 
“Improving the knowledge base for better policies" . 































たことは、 BSEが人間に伝染していた可能性があると 1996年 3月 20日に発表された際、国
民が裏切られたと感じた重要な要因であった。J7 ~分析し、リスクに関する政府発表の信
1 BSE及び変異型クロイツフェルトヤコブ病の出現や確認、そして 1996年 3月 20日までに
とられた対応措置に関する沿革を確認し再検討を行うための調査にかかる報告書である。
当該調査は 1997年 12月 22Sに英国議会で発表され、 1998年 1月 12日に開始している。
報告書は 2000年 10月に発表された。 See，
http://webarchive.nationalarchives. gov.uk/20090505194948/http://www.bseinquiry. 
gov.uk/ 
2 The BSE Inquiry Volume 1 Findings and Conclusions， P xviii-xix 
(http://webarchive.nationalarchives. gov.uk/20090505194948/http://wmv. bseinquiry 
. gov.uk/pdf/volume1/ExecSummary.pdf). 
3 Ibid， P xx. 
4 Ibid， P xx. 
5 Ibid. P xx. 
6 Ibid. P xx. 
7 Ibid， P xxi. 
17 
頼、は、 BSEによってさらに損なわれた。J8と評価した。 TheBSE Inquiryは、 1999年食品基
準法が成立した後に公表されたものであるが、ここでの指摘は BSE問題が顕在化した当時
の社会的背景を浮き彫りにしている。
第1節 Philip James の提案
Phi 1 ip J ames9は、 1997年 3月当時、野党労働党党首だ、った TonyBlairからの依頼を受
け、新たに設置すべき食品基準庁の機能と構造に関する提案を翌月にとりまとめたD それ













8 Ibid， P xviii. 
9 Philip Jamesは人間栄養学(humannutri tion)の専門家で、提案を行った当時、英国 Rowett
Research Institute (現在の RowettInstitute of Nutrition and Health)の所長であっ
た (http://www.abdn.ac.uk/rowett/about/history-of-rowett/参照)。国際肥満タスクフ
ォース (InternationalObesity Task Force IOTF) を立ち上げた人物であり、近年は
国際肥満研究協会 (InternationalAccosiation for the Study of Obesity) の会長を務
める (http://www.iaso.org/about-iaso/iasomanagement/iotf/、
http://mvw. iaso.org/about-iaso/iasomanagement/experts/wptjames/参照)0































































































































































の食品検査及び検疫サービスがこの単一組織 (asingle agency) に統合され、人間の健
康、植物衛生、動物衛生に責任を負う予定であるとしづ。























































































































品基準庁は、会計検査院と公会計委員会 (thePublic Accounts Committee) による監査に
服することとなるだろう。年報と決算書を国会の前に提出することが求められるだろう D
その役割は、国会オンブズ、マン (theParliamentary Ombudsman) の管轄権によって包含さ
れることとなり、そのため、設立立法は、その組織がオンブズFマン付属書類 (theOmbudsman 
Annex) に加えられるべきであると明記する必要があるだろう。このことは、そのオンブズ
マンが「政府情報へのアクセスに関する実施規範J(the Code of Practice on Access to 
























1997年 5月 1日の総選挙における労働党の圧勝により、翌日、首相に任命された Tony
Blairは、同月 8日に Phi1 ip J amesの提案を受け取った160 政府は、この提案に関するコン
サルテーションの実施17や、食品基準庁の設立に向けた準備組織の立ち上げ18等を経て、 1998




16 The Food Standards Agency : A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P3. 
17 Food Safety Information Bulletin No 85， June 1997， COVER ARTICLE (FOOD STANDRDS 




18 まず、 1997年6月2日に食品安全・基準グルーフ。 (theFood Safety and Standards Group) 
が農漁業食糧省内に作られ (FoodSafety Information Bulletin No 86， July 1997， COVER 
NEWS (FOOD STANDRDS AGENCY))、同年9月 1Sに農漁業食糧省及び保健省の職員から成る
食品安全・基準共同グノレーフ。 (theJoint Food Safety and Standards Group: JFSSG)が









































23 The Food Standards Agency : A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P5. 





26第 l章の他の段落で、フードチェーン全体のことを“fromthe farm to the shop or 
restaurant"と言い換え (Ibid，P6)、フードチェーンの終着点を iJ苫あるいはレストランJ
と表現しているが、第4章では“fromplugh to plate" (農場から食卓へ)と表現し、





















27 Ibid， P6. 





29 Ibid. P6. 
30 Ibid. P7. 
31 Ibid. P7. 





































35 Ibid， Pll-12. 





















37 Ibid， P13. 
38 Ibid， P13.既に言及したように、 PhilipJamesの提案においては、交渉を行う究極の責
任は大庄が保有するとした上で、食品基準庁の事務局職員を「テクニカルアドバイザー」
と位置付けている。 See，Food Standards Agency report -An Interim Proposal by 
Professor Philip James (30 April 1997) ， PART n 5 (n).本白書も伺様な立場に立ち、
衛生安全事務局職員の実践を反映して、食品基準庁の職員を「交渉のワーキングレベルで
英患を代表するにふさわしい専門家j であると説明するとともに、交渉の最終的な政策責
任は大臣が保有したままとしなければならないという。 TheFood Standards Agency : A 
Force for Change (January 1998， Cm3830)， P14. なお、食品基準庁が関わりを持つ国際
組織として、欧州委員会第 24総局(当時)、世界保健機構、国連食糧農業機関、コーデッ
クス委員会、世界貿易機関といった組織を挙げている。 Ibid，P15. 
39 Ibid， P13. 
40 1 b i d，P 13. 
41 Ibid， P13. 
































43 Ibid， P13. 業界と緊密な関わりをもっ理由については、本白書第5章の食品基準に関す
る解説の中でも言及があり、その内容にも留意が必要で、ある。





























45 Ibid. P18. 
46 I b i d. P 19. 
47 Ibid， P19. 
48 Ibid， P20. 
49 Ibid， P21. 
50 Ib i d， P22. 































52 Ibid， P23. 
53 Ibid， P23. 
54 Ibid， P23. 
























































































59 Ibid， P27-28. 
60 Ibid‘ P28. 
61 ここでは、衛生安全委員会と衛生安全事務局との比較で、食品基準庁の委員会と事務局
が一つの法的人格を有することを説明している。ちなみに、 EUや日本における整理は次の
とおりである。欧州食品安全庁は、 Regulation(EC) No 178/2002の中で法人格 (legal








62 The Food Standards Agency A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P28. 
63 Ibid. P28. 
64 Ibid. P28. 




























66 Ibid， P29. 
67 Ibid. P29. 
68 Ibid， P30. 
69 Ibid. P30. 
70 Ibid， P30. 
71 Ibid， P31. 
72 Ibid， P31. 
39 
任を負うものとしている730 本白書は、 Phi1 ip J amesの提案において事務局長がクラウンオ





















73 Ibid. P31. 
74 その根拠となる記述と考えられる部分があり、「事務局長の政府からの独立性は、事務局
長が制定法上の公務員 (statutoryofficer of the Crown) となるべきで、官庁のキャリ
アパスの中にいないという事実によって高められるだろう。Jと説明する。 See，Food 
Standards Agency report -An Interim Proposal by Professor Philip James (30 April 
1997) ， PART I 13. 
75 The Food Standards Agency A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P31. 
76 Ibid， P31. 
77 Ib i d. P32. 
78 Ibid， P32-33. 

































80 Ibid， P34. 






























82 Ibid. P36. 
83 Ib i d. P36. 
84 Ibid， P36-37. 
85 Ibid， P37. 
86 Ibid， P37. 











して間もなく、政府は食品基準庁のため影の統治組織 (shadowgoverning body) 91を指名
するつもりであり、その統治組織が食品基準庁自身の業務開始の準備のため主要な役割を









88 Ibid. P38. 
89 Ib i d. P38. 






藤憲司「英国における政権交代Jレファレンス平成 21年 12月号 13-14頁。
92 The Food Standards Agency : A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P40. 
93 Ibid， P40. 
43 
(guiding principles) 94と、食品安全・基準に関するコスト負担の移転(納税者から食品

















注解を内容とする“TheFood Standards Agency Consultation on Draft Legislation" % 
94 I処理原知jは条文を具体的に起草するにあたり方針として示されたものであり、それ
自体は法令ではない。また、この中には「総合的目標及び総合的実践に関する声明j
(Statement of general objectives and practices)に含めるべき内容となったものが
ある。詳細については、本章第 3節以下でふれる。
95法律案公表前のコンサノレテーション結果の要約 (FoodSafety Information Bulletin No 









































































98 Ibid， P7-9. 
99 Ibid， P7. 
100 Ibid， P7. 































102 Ibid， P11. 
103 Ibid， P5. 
104 Ibid， P5. 
47 
るだろうとして、白書の提案を踏まえ起草原案第 23条に賦課に関する条項を置いている 1050

















105 Ib i d. P6. 
106英国における規制影響評価 (RegulatoryImpact Assessment) は、 1998年 8月の首相声




における RIAの質の確保に関する調査研究J(平成 20年 3月)31頁以下参照0)。
なお、時本では、行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令の一部改正により、平
成 19年 10月から各行政機関に対して規制の事前評価を義務付けている。
107 The Food Standards Agency Consultation on Draft Legislation (January 1999， 
Cm4249)， P10. 




















第 1項食品基準庁は、協働する適切な当局 (appropriateauthori ties)によって任命










































































































of Practice on Access to Government Information)に基づき運用されていたが、この
規範は法律ではないため個々の法律で定められた取扱いを超えて運用することはできな
かったほか、防衛や国家安全保障等に関する情報は公開対象から除外されていた。 See，
Code of Practice on Access to Government Information (Second主dition1997) Part 
1 .8， Part豆.1.また、情報自自法の制定に向けた動きはブレア政権となった 1997年か
ら始まっており、情報自由法が制定されたとき食品基準法が情報自由法に従った条文なる
よう要求した記述であると考えられる。なお、「政府情報へのアクセスに関する実施規範j





























112 上記脚注 111で言及した「政府情報へのアクセスに関する実施規範j のほか、国家安全
保障に関する情報の開示が 1989年国家秘密法 (OfficailSecrets Act 1989)第 1条によ
り有罪となることを前提とした規定であると思われる。なお、 1989年国家秘密法は、包括
的 (catch-all) な情報開示禁止規定を持った 1911年国家秘密法 (OfficailSecrets Act 
1911) を改正したものであるが、国家安全保障・諜報業務に関わらない政府職員で、あって
も、有害な開示 (damagingdisclosure) に当たる場合は有罪となる(向法第 1条第 3項)
こと等から、制限的な性質が残っているといった批判がある。 See，H. W.R. WADE & 











第 2項 食品基準庁は、本条の下にある目的を実行する呂的で、第 4項に定める特定の
権限を行使できるよう、個人(食品基準庁の職員であるか否かを問わない。)に調査権
限を与えることができる。












第 5項 誠査権限を付与された個人は、請求を受けた場合には、第 4項に定められた権
限を行使する前に、証票 (authority) を提示するものとする。
















第 9項 次の各号に該当する者は、法令違反の罪となり、標準スケーノレのレベル 5を超
えない略式有罪の罰金の対象となる。























































(London borough councils)、ロンドン港湾保健局 (thePort of London Heal th Authori ty)、
113 なお、調査権限を付与された個人の守秘義務に関しては、本起草原案において言及はな




ウエールズで、はカウンティ (county)、カウンテイバラーカウンシル (countyborough 
councils)である 1140
第 15条(実施活動のモニタリングに関する特別な権限)


















































(a) 1985年食品・環境保護法第 1条第 1項(緊急命令)
(b) 1990年法第 13条第 1項(緊急管理命令)
第2項~第 5項絡
(注解)





































































































































































116 The Food Standards Agency Consultation on Draft Legislation (January 1999， 
Cm4249)， Annex Draft Regulatory Impact Assessment， P37-44. 
117 Ibid， P38. 
118 Ibid， 39-40. なお、我が聞において行政活動等の財源を得るため事業者へ賦課を行う制
度の例として、「公害健康被害の補償等に関する法律」第52条以下で規定する汚染負荷量
賦課金があるが、これは公害の被害者への補償給付財源としての性格が強い。納付義務の
































119 The Food Standards Agency Consultation on Draft Legislation (January 1999， 
Cm4249)， P15. なお、白書においても同様の指摘があった。 See，The Food Standards 
Agency : A Force for Change (January 1998， Cm3830)， P6. 
64 
24日の締め切りまで 1000件近くの意見が寄せられた問。また、起草原案に関して国会へ報
告を行う自的で特別委員会である食品基準委員会 (FoodStandards Committee) が設立さ
れ、 1999年 2月に KevinBarron議員ら 13人が委員に任命されている1210食品基準委員会





るD その後、 1999年 6丹 10日に下院へ正式に法案(FoodStandards Bi11)が提出され、同
年 6月 21日の二読会を経て同年 6月 22日に下続段階の手続を完了し、それに続く貴族院





120 Food Safety Information Bulletin No 109(June 1999)， News (Draft Food Standards 
Bi 11) . 
121http://www.parliament. the-stationery-office. co.uk/pa/cm199899/cmselect/cmfoods/ 
276/27602.htm参照。特別委員会が正式に国会へ法案を提出する前に起草原案を審理する、
この法律制定事前審査 (pre-1egis1ativescrutiny)手続は、法案の質的改善を意図した
新たな手続であるという。 See，Food Safety Information Bulletin No 109 (June 1999) ， 
News (Draft Food Standards Bil1). この手続は、 1997-98年会期の現代化委員会 (The
Select Committee on Modernization of the House of Commons)が 1997年 7月 23日に





12 First Report Vo1ume I -Report (HC276， 1998-99)， First Report Vo1ume I -Minutes of 
Evidence (HC276-I， 1998-99)， First Report VolumeIII -Memoranda (HC276-II， 
1998-99) . 
123 Food Safety Information Bul1etin No110 (July 1999) ， News (Draft Food Standards 
Bil1). Food Safety Information Bul1etin No111 (August 1999)， News (Food Standards 

























説いている。 Ibid，col. 64-65. 
126 Ibid， col. 71. 
127 Ibid， col. 71.当該農業委員会は、白書の公表(賦課の提案)から起草原案の公表(賦
課条項の具体化)までの間に、白書の内容に関する報告書を 1998年4月29日に公表して
いるが、その報告書では「食品安全は公的責務に関わる事項であり、それゆえ公的財源に
よるべきである。j と主張していた。 See，Forth Report from the Agricul ture Commi ttee ， 
Food Safety， HC331-1， 1997-98， col. 93. 
128 Forth Special Report from the Agriculture Committee， Reply by the Government to 
the Forth Report from the Agriculture Committee， Session 1997-98，“Food Safety" 

























130 First Report Volume 1 -Report (註C276，1998-99)， col. 80. 
131 Ibid， col. 7. なお、イングランドにおける naturaljusticeの意味は広く、単に善し
悪しという当然の意味の場合や、公平と同じ意味のこともあるが、行政法においては裁判
で、の公平手続ルールのことをしづ。 See，H. W.R. WADE & C.F.FORSYTH， AD討INISTRATIVELAW 
Tenth Edition (2009)， P372. ここは、司法審査に関する記述ではないため、公平と同じ
意味でとらえておくのが適当であろう。ちなみに、伊藤正己・田島裕『英米法~ (1985年)
は、普通裁判所の司法審査における naturaljusticeに関し、特別裁判所の裁判官が偏見
(bias)をもっていたか否か、 f公正な通知j と「聴、関jの有無、開示 (disclosure)の
原則が守られているかどうかをその内容として挙げている(向上202頁参照)。
132 First Report Volume 1 -Report (HC276， 1998-99)， col. 54. 












134当該意見練述が記録されている FirstReport Vo1ume I-Minutes of Evidence (HC276-




(Code of Practice on Access to Government Information)を作成する発端となった白
書「関かれた政府J(upen Government)の中でも確認でき、防衛や国家安全保障と同列に
取り扱っている。 See，upen Government (Cm2290， Ju1y 1993)， P22. 
135 1986年 4月26日に発生したチェノレノブイリ原発事故により、英国の羊が放射能に汚染
されたことを指している。 FirstReport Vo1ume I -Minutes of Evidence (HC276-I， 
1998-99)， co1.664. 実際には、英国内で放射能汚染の羊の出荷規制が実施され、それに
関する情報は不開示とすべき国家機密とされていない。 BBCNEWS， 3 March， 2003， ‘U瓦
farms sti11 radioactive' (http://news.bbc.co.uk/2/hi/uk_news/2813685. stm)、BBC
NEWS， 26 Apri 1， 2011，‘Chernoby1 radiation checks on We1sh farms 
reviewed' (http://www. bbc. co.uk/news/uk-wa1es-north-west-wa1es-13196041)参照D
136 First Report Vo1ume 1 -Report (自C276，1998-99)， col. 5. 
137http://~vw.par1iament. the-stationery-office. co.uk/pa/cm199899/cmse1ect/cmfoods/ 
276/27601. htm 




























140 Ibid， co1.251. 
‘141 Ibid. col. 316. 
142 Ibid. col. 316. 
143 Ibid， col. 261. 
144 Ibid. col. 261. 
145 Ibid. col. 285. 































1999年 1月 118に女王の裁可を受け 1999年食品基準法CFoodStandards Act 1999) C以
下、「食品基準法j としづ。)が成立した後、初代委員長ら要職の任命148を経て食品基準庁が





規定については、 TheFood Standards Act 1999 CCommencement No. 1) Order 2000により
70 
組織され、 2000年 4月 3!3から実際の業務を開始149した。
本節では、条文構成について全体像を概観するほか、目的及び委員任命、一般的機能に
関する基本的な条文・条項について、必要な範簡で注解 (ExplanatoryNotes to Food 

















2000年 1月 11日に発効し、その他の規定はTheFood Standards Act 1999 (Commencement 
No. 2) Order 2000により 2000年 4月 1!3に発効している。なお、発足時の職員数や予算
規模等については、本章第 7節で説明する。





































































































152 Ibid. col. 15. 












































157 Ibid. col. 34. 
158 なお、食品基準法第 1条第7項においては、調査権限を付与された個人が検査先施設で
入手した企業秘密にかかわる情報を開示した場合、業務上の義務でない限り違法となる旨
規定されているD また、現在では、公務員に適用される CivilService Codeの中で、 f権
限なく公的情報を開示しではならない。この義務は、公務から離れても適用が続く。」と
規定されているD この CivilService Codeは、公務員担当大庄が公表しなければならな
いと、 2010年憲法改革及び統治法 (ConstitutionalReform and Governance Act 2010) 
第5条第 l項において定められている。同法第 5条5項により、公務担当大臣はCivil
Service Codeを議会へ提出しなければならないこととなっているが、それに付加される議
会手続はない。 See，CONSTITUTIONAL REFO則 ANDGOVE部州CEACT 2010 EXPLANATORY NOTES， 
P13. つまり、「制定に議会の承認等は必要がない。J(河島太朗「イギリスの 2010年憲法
改革及び統治法(1 )一公務員一j外国の立法 250号 (2011年)13頁)ものであるD
159 ちなみに、我が国においては、民間に開放されている検査業務として、指定機関等によ
る検査業務がある。例えば、建築基準法の指定確認検査機関制度は、平成 10年の建築基
準法の改正により導入され、「指定確認検査機関 (77条の 18ないし 77条の 21)による建






















( 3 )第 25条による情報の取得及び管理・利用
第 25条では、情報開示及び'情報公凋を禁止する立法について、その禁止を無効又は緩和
する目的の規定を国務大臣が命令により作成することができる(第 l項)旨定めており、
過度な開示・公開規制を都度対応し和らげる仕組みを採用している 1610 なお、 2000年情報
自由法 (Freedomof Information Act 2000)第 75条で、情報公開を禁止する立法につい
て国務大臣が命令 (order)により禁止を取り除き又は緩和する目的で当該立法を廃止又は
改正できると規定されている。同法第 82条第 l項は「この法律に基づき命令 (order)又
は規則 (regulation)を制定する国務大臣の権限は、制定法的文書 (statutoryinstrument) 









162制定法的文書については、 1946年制定法的文書法 (StatutoryInstruments Act 1946) 
に基づいて議会による手続的コントローノレが行われることとなっている。戒能通厚編『現
代イギリス法辞典j](2003年)202-204頁参照。このほか、英国における委任立法統制に













度(約 83百万ポンド山)から 2007年度(約 172百万ポンド165) までほぼ毎年増加して
田中祥貴「英国議会と委任立法一制定法的文書統制をめぐる現代的展開-J長野大学紀要
第 32巻第 l号 (2010年)29頁以下参照。また、命令 (order) に基づいて制定法を改正
する権限について定めをおく 2006年立法・規制改革法 (Legislativeand Regulatory 
Reform Act 2006) は、命令の制定につき負担の除去や軽減及び規制原則の促進という目
的がある場合に限定すること、前提条件として憲法上の意義を持つ規定を定めないこと、
この法律自体と 1998年人権法 (HumanRights Act 1998) を改正できないこと、議会各院
の委員会に命令を妨げる権限を与えること等を定めている。岡久慶「英国 2006年立法及
び規制に関する改革法一規制緩和と行政権限の拡大j外国の立法 232号 (2007年)参照。










1M Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01(2002)， P66. 
165 a year at the Food Standards Agency 2008/09 (2009)， Annual Report and Consolidated 
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Resource Accounts， P36. 
166 HM Treasury， 2007 Pre-Budget Report and Comprehensive Spending Review (October 
2007)によると、 2007年度をベースライン(一時的支出及び期間の娘られた支出を除く。)




167 FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Consolidated Resource Accounts 
2009/10(2010)， P40-41. 
168 Food Standards Agency Annual Report and Consolidated Accounts 2010/11 (2011)， P51. 
2009年度の歳出額(ネット) 139百万ポンドの内訳は、人的コスト約87百万ポンド、運
営その他のコスト約 93百ポンド、歳入約 41百万ポンドとなる。 Ibid，P51.また、日本
円に換算すると、約 204億円 (2009年末の対顧客為替相場 1ポンド=146.53円で換算。














169 Food Standards Agency Annual Report and Consol idated Accounts 2010/11 (2011)， P51. 
削減要因として、広告・宣伝キャンベーンの制限やプロジェクト管理に係る食品の削減等
があるという。 See，Ibid， P24. 
79 
2000年 4月 1日の発足時、中央組織の常勤職員は 594名170であり、出身母体は、
に農漁業食糧省及び保健省から異動した者が 405名、公募により採用された者が 91名、
その他政府から異動した者が 93名で、あったという 1710 また、 2000年度の常勤職員の平
均人数は、中央が 594名、委員 14名、地方 84名の計 692名(食肉衛生サービス局の
職員を含まない。)であり 172、約 40%は科学分野の資質を持つという 1730
食品基準庁及び食肉衛生サービス局の職員 (whole-timeequivalent persons)合計
人数(年間平均)は、本稿表 1-2に示すとおり、 2，068名川からスタートし、その後、
概ね 2，200名'"'-'2，300名程度で推移したが、 'OneAgency' programにより、食品基準
庁の外局であった食肉衛生サービス局が食品基準庁本体に統合されることとなったこ
と175等のため、近年は減少傾向にある 1760
1M Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01(2002)， P75. 
171 ibid. P48. 
172 Ibid， P75. 
173 Ibid， P17. 
174 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2001/02 (2003)， P55.なお、
食肉衛生サービス局の年報によると、食肉衛生サービス局により雇用された 2000年度の
常勤職員数(平均)は 1，489名である (MeatHygiene Service， Annual Report & Accounts 
-2000/2001 (2001)， P73.)。
175 a year at the Food Standards Agency 2008/09， Annual Report and Consolidated Resource 
Accounts (2009)， P15. 
176但し、各年度の年報が契約職員等の非常勤職員数をどのように取扱っているかについて
は留意が必要である。例えば、食品基準庁の 2008年度の年報(ayear at the Food Standards 
Agency 2008/09， Annual Report and Consolidated Resource Accounts (2009)， P48)に
記載されている 2008年度の食肉衛生サービス局職員数 1，154名(食品基準庁合計1，925 
名の内訳)は、食肉衛生サービスの 2009年度の年報 (MeatHygiene Service Annual Report 
& Accounts 2009/10(2010)， P11)に記載の食肉衛生サービス局職員数合計 1，595名から
契約職員合計441名を除いた人数と一致する。その一方、食品基準庁の 2009年度の年報
(Annual Report and Consolidated Resource Accounts 2009/10(2009)， P53)において
は、 2008年度の食品基準庁合計職員数について、前年度年報と同様に 1，925名としつつ、
2009年度の食品基準庁合計職員数について、詳細な内訳付で契約職員を含め 2，210名と記
しているむまた、食品基準庁の 2010年度の年報 (AnnualReport and Consolidated Resource 
Accounts 2010/11 (2010) ， P71)では、詳細な内訳はないが、食品基準庁合計人数につ
いて契約職員等を含め 2009年度は 2，115名、 2010年度は 1，943名と記している。なお、



















食品基準庁の設立時、委員長には動物学者の JohnKrebs (設立時-2005.4. 10)、副
委員長には消費者代表の SuziLesther (設立時-2002. 12. 31)、事務局長には食品基
準法制定に深く関与した保健省出身の事務方である GeoffreyPodger (2000.4.1-
較的近い白金融庁「金融庁の平成 22年度予算及び機構・定員についてj参照。
177 Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01(2002)， P4-5. 
178 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P24-25. 
m このころ、食品基準庁は OTM(Over Thirty Month rule)の見直しを検討するとともに、
栄養分野における取り組み(例:塩分摂取量を減らす政策)を強化していた。 See，THE FOOD 
STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P10-11.食品に関する
消費者態度調査(食品基準庁実施)によれば、消費者の関心がBSEから、食品に含まれる
塩分等の栄養分野へ移っていることがうかがわれる。 See，THE FOOD STANDARDS AGENCY 
Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P21， THE FOOD ST必IDARDSAGENCY， Annual 
Report 2004/05， P19. 











Ju1ia Unwin (2003.7. 14 -2006. 12.31)、2代目事務局長に食品基準庁副事務局長、食
品安全政策部門長及び事務局長代理を務めていた JonBe11 (2003.4.2 -2006.3.31) 
が就任している問。 Ju1iaUnwinの副委員長任命は、食品基準庁が早期から検討を行っ
てきた低所得層の消費者保護を想起させるものであるほか、 JonBe11の事務局長任命
は、一般公募 (opencompet i t ion) を経て行われた183ものであるが、彼は元農漁業食糧
省職員であり、 GeoffreyPodgerに続き食品基準庁に関連する省庁出身者が就くことと
なった。
また、 2代目委員長 DeirdreHutton (2005. 7. 18 -2009. 7. 26) は、消費者政策を含
め、各種公共団体において委員等として活動した経歴をもっ人物184であり、英国におけ
る BSE終息に伴い、栄養等を含めた、より広範な消費者保護への斡足移動がうかがわ
れる。彼女の任期中、 3代目副委員長に就任した IanReyno1ds (2007. 2. 1 -2011. 5) 
は、動物内分泌学者185であり、幹部では JohnKrebs以来 2人目の動物学者の就任とな
った。 3代目事務局長に就任した JohnHarwood (2006.4.3 -2008.3.31) は元自治体
職員186であり、 3代続いてパブリックセクターの事務方が就任することとなった。
幹部人事の傾向は、 4代目事務局長に TimSmith (2008.4.1 -)が就任187することで
181 Food Standards Agency Annua1 Report and Accounts 2000-01(2002)， P6，11. 
182 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2002/03(2004)， P6，11. 
なお、彼は化学の学位をもち、民間企業に勤めた後、 1975年に農漁業食糧省に入省し、そ
れから食品基準庁設立までの問、食品関係、の要職に就いている。 See，
http://tna. europarchive.org/20110116113217/http://www. food. gov.uk/news/pressre1 
eases/2003/apr/jonbe11appointmentpress 
183 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annua1 Report and Accounts 2002/03(2004)， P44. 
184 http://www. food. gov. uk/mu1timedia/webpage/damedeirdrehutton/ 
185http://tna. europarchive.org/20101209124559/http://www. food. gov.uk/aboutus/ourbo 
ard/boardmem/ianreyno1ds/ 
186 http://www. cqc.org.uk/pub1ic/about-us/our-peop1e/board-members 

























188 http://WWW. food. gov.uk/aboutus/how_we_work/ourboard/boardmem/jeffrooker/ 
189なお、 3代目副委員長 IanReynoldsの退任後、正式な副委員長を採用するまでの臨時副
委員長としてではあるが、農業関連団体制ationalFamers Union等)出身の TimBennet 
が就任している。
http://WWW. food. gov.uk/aboutus/how_we_work/ourboard/boardmem/timbennett参照。
190 2000年度のその他のトゼックスは次のとおりである。①班1S(Meat Hygiene Service : 
食肉衛生サービス局)検査料につき、新たな課金体制に効果を与える立法が 2001年 3月 9
Bに国会へ提出され、 2001年 4月 2日から施行された (FoodStandards Agency Annual 





























への取り組みのため、 18のポイントの行動計酒を 2000年 10月に公表した。主なポイント
は、アレルギ一反応防止、子供への販売促進に関する規則、消費者を混乱させる健康面の
主張、遺伝子組み換え食品の表示、原産国、消費者を誤解させる販売促進文句、 25%未満
となる複合成分の掲載免除廃止である (Ibid，P30， 32. )。
191 Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01 (2002)， P18. 




食品基準庁は、 2000年 12月20日にReviewof BSE controlsを公表193し、その中
で、主要な管理方法として、管理月齢、 30ヶ月を超える牛肉を食肉にしないルール




























195 FOOD STM⑪ARDS AGENCY Review of BSE controls (December 2000)， Pl-2. 
196 Ibid. P1. 
197 Ibid. P2. 






















(http://tna. europarchive.org/20100910172942/http://www. food. gov.uk/foodlabelli 
ng/)ほか、 2010年 10月 1日には栄養表示含む栄養関連政策に関する権限が食品基準庁か
ら保健省(イングランドにおけるもの)及びウエールズ議会政府(ウエールズにおけるも
の)へ移管されている
(http://collections. europarchive. org/tna/20110116113217/http://food. gov.uk/new 
s/newsarchive/2010/sep/fsawales) ことには留意する必要がある。
199 CONCORDAT BETWEEN THE FOOD ST ANDARDS AGENCY必IDT百EDEPARTMENT OF註EALTH(4 
September 2007)によることとする。
200 CONCORDAT BETWEEN THE FOOD STANDARDS AGENCY AND THE DEPART担ENTOF HEALTH (4 
September 2007)， P2. 
201 Ibid. P3. 
202 Ibid， P3. 
203 Ibid， P4， 10. 
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② 2001年度204
イ StrategicPlan 2001-2006 
食品基準庁は、 2001年5丹に StrategicPlan 2001-2006を公表205し、主要な目標




Natural等の言葉の使用に梼し、食品諮問委員会 (FAC: Food Advisory Commi ttee)のレ
ポートを承認し、 2001年7月に公表を行った (THEFOOD STANDARDS AGENCY Annual Report 
and Accounts 2001/02(2003)， P25. FOOD STANDARDS AGENCY FAC Review of the use of the 
terms Fresh， Pure， Natural etc. in Food Labelling 2001 (]uly 2001).)。また、業界
代表者や消費者団体を含むClearLabelling Task Forceが食品基準庁によって立ち上げ
られ、さらに多くのラベルは、(業界が自主的な取り組みに委ねるよりも)法律によって
要求される情報にスペースをあてられるべきこと等を推奨した (THEFOOD STANDARDS 
AGENCY Annual Report and Accounts 2001/02(2003)， P25.)。②輸入食品に関し、食品基
準庁は、口蹄疫の急激な発生や、輸入食品に関する懸念(中国産ピーナツのカピ毒等)の
増大を背景に、多くの貿易港、地方当局及び輸入倉庫を巡視するプログラムを 2001年 4
月に実施した (Ibid，P23.)。また、環境食料農村省 (DEFRA: Department of Environment， 






の職員は、大量の違法な輪入食品を差し押さえた (THEFOOD STANDARDS AGENCY Annual 
Report and Accounts 2002/03(2004)， P25.)。また、内問府の推奨事項 (2002年 11月)
の一部は立法改正を先導し、税関は 2003年 4丹から旅客手荷物の反密輸調査の責任を負
うこととなった (Ibid，P25.)。
205 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2001/02(2003)， P2. 
206 FOOD STANDARDS AGENCY Strategic Plan 2001-2006(2001)， P9. このような目標を掲げ
た背景には、例えば、 1996年のスコットランドにおける 0-157の流行 (17名死亡、その
他 500名以上が重篤症状)といった、大規模な食中毒の発生があるものと推測される。 See，
Food Standards Agency Annual Report and Accounts 2000-01(2002)， P25. 
~7 Food Standards Agency Annual Report 2006/07(2007)， P10. なお、 StrategicPlan 
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③ 2003年度208
イ STRATEGICPLAN 2005-2010 
2期目の StrategicPlanの策定作業を 2003年秋からはじめ、コンサルテーション



















Strategic Planでこの目標について達成したと言及している。 See，FOOD ST必IDARDSAGENCY 
STRATEGIC PLAN 2005-2010(2004)， P12. 
208 2003年度のその他の主なトピックスは次のとおりである。食品基準庁は、 1990年食品安
全法にかかる Codesof Practiceを2004年 10月に統合・改正し、船舶及び航空機に関す
る検査について新たに章を設けた。この内容は、実施職員の船舶及び航空機への立入り権
限を明確にするこの年の新たな立法の導入の結果として必要とされたものである (THE
FOOD ST必iDARDSAGENCY Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P14.)。
209 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annual Report and Accounts 2003/04(2005)， P17-18. 
210 FOOD STANDARDS AGENCY STRATEGIC PLAN 2005-2010 (2004)， P2. 














手法として 1996年 3月に導入された OTMが、 2005年 11月 7日にBSEテストに置き
換えられた。この控えめな BSEテストの結果は、あらゆる屠体が食品供給に入りこ
212 Ib i d， P24. 
213 Ibid， P24. 調査結果ペーパー (Inquiryinto the fai1ure to comp1y with the 





結果として公表している (Reviewof悶1Smanagement system fo11owing Wa11 Report 
recommendations (9 February 2005) ，P18-19. 調査会社の名をとって DNVREPORTと呼ば
れる)。それに対し、食品基準庁及び食肉衛生サービス局は、食肉衛生サービス局と業界
グループとの間の衝突を解決するために仲裁を行う枠組み作りを検討することについて
は拒否し、残りの 9項目を受け入れた。 See，FSA/阻1SDNV REPORT : FSA/間SRESPONSE (J une 
2005) (http://www. food. gov.uk/mu1timedia/pdfs/dnvreportresponse.pdf). なお、新し
いガバナンスモデノレを自的とした食肉衛生サービス委員会の設置 (THEFOOD ST必IDARDS
AGENCY Annua1 Report 2004/05(2005)， P24)は、 DNVREPORTのRecommendation1を受け
て実行されたものである。
214 THE FOOD STANDARDS AGENCY Annua1 Report 2004/05 (2005)， P18. 








食品基準庁は、信号色で栄養の内容を表示する標識 (trafficlight colour 
signpost labelling)をパックの表に付けることを推奨し、この表示の導入を決め
た小売業者や製造業者は、消費者団体等から好意的に迎えられたとしづ。標識に描









216 THE FOOD ST~~ARDS AGENCY Annual Report 2005/06(2006)， col.2.28. 
217 FOOD STANDARDS AGENCY Review of BSE controls (December 2000)， P1.なお、イング
ランドにおける関連規制立法 (TheTransmissible Spongiform Encephalopathies 
(England) Regulations 2010 (S1 No. 2010/801))は、環境食料農村省が所管しており、
当該規制の説明覚書 (EXPLANATORYMEMORANDUM TO THE T臥NSM1SS1BLESPONG1FO悶
ENCEPHALOPATH1ES (ENGLAND) Regulations 2010)は同省が作成している。
218 Food Standards Agency Annual Report 2006/07 (2007)， P22. 
219 1bid， P37. 


































221 Food Standards Agency Annual Report 2007/08(2008)， P49 
222 Ibid， P49. 
223 A year of the Food Standards Agency 2008/09 Annual Report and Consol idated Resource 
Accounts (2009) ， P15. 
224 Ibid， P15. 





















て、 2010年 4月 1司、食肉衛生サービス局は完全に食品基準庁の一部となった2へ
この年度の年報においては「一一つJ(one， s ingle) という言葉がキーワードとなっ
ており、例えば、内部的価値 (InternalValues)のーっとして「一つの食品基準庁j
(One FSA) を掲げているほか、「一つの調達部門J(a single Procurement Division) 
に関する提案をしているというm。
なお、食品基準庁は、 2009年 12月に Strategyfor 2010-2015を発表しており、
その中で「お金によりよい価値をもたらすj 取り組みの一つに食品基準庁への食肉
衛生サービス局の統合を挙げており 229、この手法がコスト面からのアプローチである
226 FOOD STAトIDARDSAGENCY Annual Report and Consolidated Resource Accounts 
2009/10(2010)， P8. 
227 Ib i d， P8. 
228 Ibid， P10. 

















グループ。によって支えられる一つの組織としての新しい構造j と表現している。 See，FOOD 
STANDARDS AGENCY Annual Report and Consolidated Resource Accounts 2009/10(2010)， 
P4. 
231 Food Standards Agency Annual Report and Consolidated Accounts 2010/11 (2011)， P12. 
なお、類似の制度である食品衛生情報スキーム (FoodHygine Information Scheme)がス
コットランドで実施されている。
http://www.food.gov.uk/multimedia/webpage/moreabouten参照。
232 Food Standards Agency Annual Report and Consolidated Accounts 2010/11 (2011)， P12. 
233 0は「至急要改善J(urgent improvement necessary)、1は「大部分が要改善J(major 





234 http://rat ings. food. gov. uk/ search/ en-GB?sm斗参照。
235 Food Standards Agency Annual Report and Consolidated Accounts 2010/11 (2011)， P12. 




























237 Department of Health， 20 July 2010， FOOD ST必IDARDSAGENCY TO KEEP CRUCIAL SAFETY 
ROLE. なお、環境食料農村省も向じ日にホームページにおいて同じ内容の報道発表
(http://¥vw2.defra.gov.uk/news/2010/07/20/fsa-news/)を行っている。そのほか、首
相の書面による政府声明 (PRlMEMINISTER Wri tten Ministerial Statement， 20 July 2010， 








































準庁から環境食料農村省へ移管された239ほか、 2010年 10月 1日からは栄養表示含む栄
養関連政策に関する権限が食品基準庁から保健省(イングランドにおけるもの)及び
ウエールズ、議会政府(ウェーノレズ、におけるもの)へ移管された240。保健省の報道発表に




体〕の TamFry) といった否定的な意見が多い。また、シティ大学の TimLang教授(食品
政策)は、当該権限移管を「食品基準庁の分割J(carving up the FSA) と表現するほか、
Andrew Lansleyが主張する“evidence-basedpolicy"の不明確さを指摘するなど、保守
党政権の食品政策に対して深い懸念を表明している。 See，Guardian， 21 July 2010， Food 
Standards Agency: what a carve 
up(http://www.guardian. co.uk/commentisfree/2010/jul/21/fsa-what-a-carve-up) .さ
らに、食品基準庁の設計者である PhilipJamesは、 IAndrewLansleyのビッグマック省j




の姿勢を厳しく批判している。 See，Guardian， 15 November 2010， Andrew Lansley' s 
Department of Big 
Macs(http://wmv. guardian. co.uk/commentisfree/2010/nov/15/andrew-lansley-departm 
ent-big-macs) .そのほかの報道記事として、 BBCNEWS， 20 July 2010， Food Standards 
Agency ‘will remain' government promises 
(http://www. bbc. co.uk/news/heslth-10695557)参照。
239 Food Standards Agency， Labelling and Packaging， 
http://tna. europarchive.org/20100910172942/http://www. food. gov.uk/foodlabelling 
/ 
240 Food Standards Agency， 30 September 2010， Transfer of nutrition policy to health 
departments， 


























品表示等の政策を変更したし¥か否か検討していたところである。 See，Food Standards 
Agency， 1 September 2010， Government food labelling changes 
(http://tna. europarchive. org/20120209132957/http://www.food.gov.uk/news/newsar 
chive/2010/sep/labelgov) . 
241 CONCORDAT BETWEEN Tf琵 FOODSTANDARDS AGENCY AND TI窓 DEPARTMENTOF HEALTH (4 Sep 
2007)， P5， 11， 12. 
242 Concordat between the Department for Environment， Food and Rural Affairs and the 
Food Standards Agency， col. 12. なお、当該協定文書に日付は記載されていないが、環
境食品農村省ホームページにおいて、掲載ページには 12004年 2月 2S最終修正」と表記
されている (http://archive.defra.gov.uk/corporate/about/with/fsa/)。






























2~ Food Standards Agency， FOOD LAW INSPECTIONS AND YOUR BUSSINESS， August 2006 
(Reprinted with amendments July 2009)， P3. 














・「衛生改善通知J(hygiene improvement notice) 
違法行為がある場合、遵守しなければならない特定の事項を詳しく述べるもの
パ衛生緊急時禁止通知J(hygiene emergency prohibition notice) 
特定の処置、施設又は設備を用いることを禁止し、裁判所によって命じられな
ければならないもの













247 Ibid， P6. 
248 Ibid， P6. 
249 Ibid， P7. 
99 
える場合は、規制サーピスに関する地方当局調整者 (LACORS: the Local Authori ties 




















のとして、例えば、平成 23年度(行情)答申第 281号(答申日:平成23年 9月 30日)
参照。現在では、国税通則法第 7章の 2において税務調査手続が明記され、平成 25年 1
月 1日から適用されることとなった。そこでは、帳簿書類その他の物件の提示・提出を求
めることができること(国税通則法第 74条の 2乃至第 74条の 6)、提出物件を留め置くこ
とができること(同法第 74条の 7)、原則として事前通知を行うこと(向法第 74条の 9、
第 74条の 10)、調査結果の通知・説明を行うこと(同法第 74条の 11)等が規定されてい
る。また、法令解釈通達(平成 24年 9月 12日付「国税通別法第7章の 2(国税の調査)
関係通達の制定について(法令解釈通達)J)や事務運営指針(平成 24年 9月 12日付「調
査手続きの実施に当たっての基本的な考え方等について(事務運営指針)J)、税務調査手
続に関する FAQが国税庁ホームページで公開されているD




飼料、食品、動物健康及び動物福祉に関する EU規員U(Regulation (EC) No 882/2004) 
や飼料及び食品の公的管理に関する規則 (TheOfficial Feed and Food Controls 
(England) Regulations)による非動物由来食品 (FNAO food not of animal origin253) 
の監視と、もう一つは、動物由来製品規則 (TheProducts of Animal Origin (Third Country 























「諸外国における輸入食品の監視体制に関する調査 報告書J(平成 20年 3月) I 12 -げ
がある。
255食品基準庁は、輸入食品の監視活動実施に関するサポート、助言、実施活動の監査を担
当しているo See， Food Standards Agency， IMPORTED FOOD CONTROL LOCAL AUTHORITY 
RESOURCE PACK. December 2008， P12. 実施機関向けに、各種手引書等を作成しており、
例えば、概括的なブックレットとしては、 FoodStandards Agency， Working together on 
101 
実施当局向けの指導書である FoodLaw Code of Practice (England)によると、食品関
係当局において、入口ポイント (pointsof entry) と国内 (inland)の両方で輪入食品
をチェックするため効果的な準備が実施されていることが重要であるという 2560同文書の
手引きである FoodLaw Practice Guidance (England) は、入口ポイントについて、輸入
食品が英国にもたらされる場所にある海港、空港あるいはその連絡鉄道を指すといい、
また、国内の検査場所として、税関管理下の一時保管倉庫 (ERTS: Enhanced Remote 







imported food， October 2007 (Reprinted with amendments May 2010)を作成している。
256 Food Law Code of Practice (England) (Issued June 2008)， P74. 
257 Food Law Practice Guidance (England) (Issued May 2011)， P216. 
258 Ibid， P225. 
259 Official Feed and Food Controls (England) Regulation 2007 (SI 2007/3185) Guidance 
notes for feed and food businesses on the imports provisions for products of 
non-animal origin (April 2008). 

















指定入口ポイント (DPE: designated point of entry) として認められた特別な海港及
び空港を通してのみ流入しうることとなる2610 この「高リスクj非動物由来食品のリスト
は、原産国、有害物質 (hazard)、チェック頻度等を含め、 Regulation(EU) No 187/2011 










判平成 17年 6月24日判例時報 1904号69頁)について、最高裁判所の判断とは異なり、
「公権力の行使を自己の権限として、自己の計算によって行う j ことを基準として、指定































ラベル上の主張については、食品基準庁は、 'fresh'，'pure'， 'natural'， 'tradi tional' 
等の「標識となる言い方J(marking terms)のガイダンスを業界向けに公表しており、
一貫性のある言い方をすることを促進しているm。また、健康及び栄養上の主張につい
263 なお、前述のとおり、 2010年9月 113からイングランドにおける原産国表示等は環境食
料農村省へ、また、 2010年 10月 1日からイングランド及びウエールズにおける栄養表示
は保健省及びウエーノレズ議会政府に権限移管されている。
~4 Food Standards Agency， Food labels More informed choices， January 2007 (reprinted 
with amendments August 2008)， P5. 
265 Ibid， P6. 
266 この表示システムについては、食品基準庁の提案で欧州議会においてその導入の是非が
議論されたものの、結局、否決された。 Guardian，16 June 2010， MEPs reject 'traffic 
light' food labelling system 
(http://~~. guardian. co.uk/lifeandstyle/2010/jun/16/meps-reject-traffic-light-
food-labelling) . 
267 Food Standards Agency， Food labels More informed choices， January 2007 (reprinted 
with amendments August 2008)， P9. 
268 Ibid， P13. 
269 Ibid， P15. 















④ 食品サプリメント指令に関する欧州司法裁判所の判断 (2005年 7月 12日)
本件は、ポジティブリスト方式によって食品サプリメント (foodsupplements) の
販売規制を行う食品サプリメント指令 (Directi ve 2002/46/EC) 274がEC条約に違反し
ている旨、英国の健康食品業界がイングランドとウエールズの保健省等を被告として
訴え、高等法院女王座部 (HighCourt of Justice of England and Wales， Queen's Bench 
Division (Administrative Court))が欧州司法裁判所に対し EC条約 234条に基づく
先決裁定の付託を行い、その結果出された欧州司法裁判所大法廷の判断275である。判決
271 Ibid， P17. 
272 Ibid， P19. 
273 Ibid， P21. 
274本指令を受けて、イングランドにおけるルールとして TheFood Supplements (England) 
Regulations 2003が、ウェーノレズにおけるルールとして TheFood Supplements (Wales) 
Regulations 2003が制定されている。
275 Joined Cases C-154/04 and C-155/04 The Queen， on the application of Alliance for 
Natural Health and Others v Secretary of State for Health and National Assembly for 
Wales， Judgment of the Court (Grand Chamber)， 12 July 2005. なお、 C-154/04はAlliance
for Natural HealthとNutri-LinkLtdによる保健大臣に対する訴えに関するもの、
C-155/04はNationalAssociation of Health StoresとHealthFood Manufactures Ltd 
による保健大臣及びウェーノレズ議会に対する訴えに関するものであり、この 2つの審理手




論点に関わる当該指令の主な条項は、第 3条、第 4条及び第 15条であるが、ポジテ
ィブリストに関する規定の中心は第 4条である。本条は、本指令の付録に記載のビタ
ミン等に限り食品サプリメントの製造に使用できるものとし(第4条第 1項)278、ただ、
経過措置として、関係書類を 2005年 7月 12日までに欧州委員会へ提出し、欧州食品
安全庁 (EFSA: European Food Safety Authori ty) が問題の物質等の利用に関して好
ましくないとの意見を出さないこと等を条件に、 2009年 12月 31日まで適用除外を認
めることとしている(第4条第6項 b号)279。だが、基本的には第 15条にあるように、
2005年 8月 113まで、に本指令の基準を満たさない製品の取引を禁止することとしてい
る(第 15条 b号) 280
0 
COURT 7 May 2004. 








278 1本条第 6項の規定に従い、付表 Iに記載されたピタミン及びミネラノレについてのみ、
付表立に記載された形状で、食品サプリメントの製造に使用できるものとする。Jと規定
されている。
m 本文で 12009年 12月 31日まで、本条第 1項の取扱いを免除する方策として、加盟国は、
付表 Iに記載されていない、あるいは付表Eに記載されていない形状のビタミン及びミネ
ラルを加盟国内で、承認することができる。条件は次の各号とおりとする。j とした上で、 b


















報告書について触れる。具体的には、会計検査院 (NAO: National Audi t Office) による
監査報告 ImprovingService Deli very The Food Standards Agency (行C524Session 
2002-2003: 28 March 2003)、BrendaDeanによる 2005Review of the Food Standards Agency 
(February 2005)、ベターレギュレーション局 (BetterRegulation Executi ve) 284及び会
計検査院による Effectiveinspection and enforcement: implementing the Hampton vision 
in the Food Standards Agency (March 2008) について取り上げ、食品基準庁がどのよう
に評価されたのか確認することとしたし ¥285D






282 Summary of the Judgment 4， Judgment of the Court (Grand Chamber)， 12 July 2005. 
283 Summary of the Judgment 7， Judgment of the Court (Grand Chamber)， 12 July 2005. 
284ベターレギュレーション局は、当時の事業・企業経営・規制改革省 (Departmentfor 
Business， Enterprise and Regulatory Reform)に震かれていた。
285 なお、これら以外にも、食品基準庁の開放性 (openness) に関する独立監査の結果報告
書である Reviewof openness in the Food Standards Agency (Dr. J A Bailey， February 
2007)や、食品基準庁の科学的知見に関する質や利用等の観点からの評価を行った Science
Review Food Standards Agency (Government Office for Science， Department for 




























(2) 2005 Review of the Food Standards Agency (2005) 
286 Improving Service Deli very The Food Standards Agency (HC524 Session 2002-2003: 28 
March 2003) ， P9. 
287 Ibid， P9. 
288 Ibid， P9. 
289 Ibid， P9. 







はまるとしづ 2940 その上で、 5つの分野で 22の推奨事項を示している295が、注目すべき主
な推奨事項は次のとおりである。
0消費者第一
















292 2005 Review of the Food Standards Agency (February 2005)， P3. 
293 Ib i d， P8. 
294 Ibid， P8-9. 
295 Ibid. P9-17. 
296 Ibid， P10. 
297具体的には、“ChoosingHeal th: Making Heal thy Choices Easier" Department of Heal th， 
November 2004である。 See，2005 Review of the Food Standards Agency (February 2005)， 
PIO. 
298 Ibid， P12. 























300 Ibid. P18. 
301 Ibid， P29. 
302 Ibid. P12. 
303 “Choosing Heal th: Making Heal thy Choices Easier" Department of Heal th， November 
2004. P25. 
W4 2005 Review of the Food Standards Agency (February 2005)， P34. なお、後者の文脈
で食品基準庁と保健省との間に食品基準庁設立当時から緊張が存在していたとする元食
品基準庁委員の証言に言及したものとして、 Guardian，12 November 2010， Who is the 
government's health deal with big business really good for? 
(http://www. guardian. co.uk/politics/2010/nov/12/government-health-deal-busines 
s?)があるD





















(3) Effective inspection and enforcement (2008) 
この監査は、 Phi1 ip Hampton308が政府からの依頼を受けて、行政負担の削減の観点から規
制当局である国や地方当局を調査し、 35の推奨事項をまとめた報告書で示されたいわゆる
Hampton Principles等309~こ照らし、ベターレギュレーション局と会計検査院等のメンバ~4
306 Ibid， P34. 
307 
http://collections. europarchive.org/tna/20110116113217/http://附 w.food. gov.uk/a 
boutus/how_we_work/historyfsa/deanreview 
308彼は企業の合併や買収、再生、財務管理、経営等の経験を持つ実務家で、ある。 See，
Reducing administrati ve Burdens: effecti ve inspection and enforcement (HM Treasury， 
March 2005)， P79-80. 






















]ustice: Making Sanction Effective (November 2006)において示された、 SixPenalties 
PrinciplesとSevencharacteristicsがある。 See，Ibid， PI03，4，98-101. なお、この 2
つの報告書の概要を紹介する邦語文献として、阿久慶「英国における 2008年規制施行及
び制裁法j外国の立法239号 (2009年)190-199頁。
310 Effecti ve inspection and enforcement: implementing the Hampton vision in the Food 
Standards Agency (March 2008)， P35. 
311 Ibid， P5-6. 
312 Ibid， P6， 24. なお、規制を実施する中央組織と地方組織のコミュニケーションに関して
は、規制当局の機能を評価する際、特に重要なものとして欧州委員会が掲げている基準の
ーっとなっている。 See，S必~CO/7166/2010 ， General guidance on EU import and transit 
rules for live animals and animal products from third counties (update 2010)， PI0. 
313 Effecti ve inspection and enforcement: implementing the Hampton vision in the Food 
Standards Agency (March 2008)， P7. 
314 Ibid. P8. 
315 Ib i d.P8. 





























317 Ibid， P9. 
318 Ibid. P7. 
319 Ibid， P8. 
320 Ib i d， P25. 
321 Ibid， P8， 25， 26. 
322 Ibid， P9. 

























324 Ibid， P9，25. 
325 DG (SANCO) /7713/2008 -CP Final ， COUNTRY PROFILE OF UNITEDむNGDOMON FOOD必mFEED
SAFETY，凶lMALHEALT司，州n仏LWELFARE ~~ PL凶THEALTH (2008)を指す。なお、この
報告書は 2008年 10月当時のものであり、その後も各分野における検査実施結果に関する
報告書が公表されている。
326なお、 2011年に DG(SANCO)/2010/8371-Final ， Country Profile The organization of 
Food Safety， Animal Health， Animal Welfare and Plant Helath Control Systems United 




食品獣疫局は、本報告書が公表された 2008年当時、英国において 1999年以来 97の検査
と2つの一般評価を実施し、さらに 2つの検査の実施を 2008年中に計画していたところで
ある3270 そのうち、実施回数の多い主な分野を挙げると、動物由来食品 (20回)、伝染性海
綿状脳症 (TSEs: Transmissib1e Spongiform Encepha1opathies) /動物語IJ生成物 (ABP: 
Anima1-by-Products) (19回)、動物衛生(17回)、動物及び動物由来食品の輸入(11回)
であり 328、動物に関連した分野で比較的多く検査が実施されている。 97田の検査のうち 88
回分については当局から最終報告書が提出され、食品獣疫局が出した 682項目の推奨事項
のうち、 604項目については対応を完了 (Actiontaken/No 10nger re1evant)、26項目に
ついては未解決 (Outstanding/Act ion sti 11 required)、52項目については対応進行中 (For
verification/in progress)であるとしていたが、 2008年の一般評価後においては、対応















327 DG (SANCO) /7713/2008 -CP Fina1 ， COUNTまYPROFILE OF UNITED KINGDO羽ONFOOD AND FEED 
SAFETY，必lIMALHEALTH， ANlMAL WELFARE AND PLANT HEALTH (2008)， P4. 
328 Ibid， P4. 
329 Ibid， P5. 
330 Ibid， P5. 
331その他、農場における動物福祉(鶏のケージ)、牛結核のコントロール、残留農薬のコン
トロール、生存動物の輪入等について挙げられている。 Ibid，P5-6. 







うち 9回分については、 2008年 3月の一般評価の任務の時点で最終評価段階に達していな



















333 Ibid. P5. 
334 Ibid. P5. 
335 Ibid， P6. 
336 Ibid. P7. 































338 Ibid， P39. 
339 Ibid. P40. 
340 Ibid， P42-43. 
341 Ibid， P23. 
342 Ibid， P23. 






























344 Ibid， P83-85. 
345 Ib i d， P83. 
346 Ibid， P83. 
347 Ib i d， P84. 
348 Ibid， P84. 




則 (Annexvl to Regulation (EC) No. 999/2001) に沿って適切な手法をとることを要

























350 1bid， P88. 
351 1bid， P88. 
352 1bid， P92. 
353 1bid， P92. 
354 1bid， P92-93. 












と権限委譲を受けた当局、食肉衛生サーピス局の間の業務水準合意 (SLA:Service Level 













(GRAIL : Guidance and Regulatory Advice on Import Legislation)の第2版につい
て2008年 3月末に着手することとなる等として、実施済み (Actiontaken) と評価さ
れた3へ
356 Ib i d， P74-82. 
357 Ibid， P77. 
358 Ibid， P77-78. 
359 Ibid， P86-87. 
360 Ibid， P86-87. 
























本章第 7節(3)①において言及したとおり、 2010年 9月 1日にはイングランドにおけ
る食品安全関係及び栄養関係以外の表示が食品基準庁から環境食料農村省へ移管されたほ




statutory instrument)等をリスト化した食品法令ガイド (FoodLaw Guide) を自身のホ
ームページに掲載している362が、それを見ると、従前は食品基準庁が管轄していた行政立法
について保健省及び環境食料農村省への移管が進んで、いることがわかる。 2011年 1丹改訂








'Labelling and Packaging' が削除された365ほか、食品基準庁が運営していた栄養関連啓










363 この中には、本章第7節(3 )③で言及した FoodSupplements (Eng1and) Regulations 
2003が含まれる。なお、ウェーノレズ、で、適用される FoodSupp1ements (Wa1es) Regu1ations 
2003についても、ウエールズ議会政府に移管された旨の記述があるD








367 http://www.nhs.uk/Livewe11/healthy-eating/Pages/Healthyeating. aspx 
368 Office for Nation Statistics， Statistica1 Bu11etin Annua1 Mid-year Popu1ation 
Estimates (30 June 2011)によると、 2010年における英国の人口は 62，262千人であり、





食品基準庁は、 2009年の戦略計画mの改訂版である“Saferfood for the Nation" (2011 
年 3月更新) 371を公表しているが、その中の記述で注目すべき変化が 2点ある。
一つは、中核的価値基準の変化である。従来は「消費者第一Jr開放性及び独立性Jr科
意すべきであるD
まず、海綿状脳症諮問委員会 (SEAC: Spongiform Encephalopathy Advisory Commi ttee、
BSE等に関する独立諮問委員会)は、政府声明に基づき 2011年 3月初日に廃止され、保
健省の諮問委員会である危険病原体諮問委員会 (ACDP: Advisory Commi ttee on Dangerous 
Pathogens)伝染性海綿状脳症リスク評価サブグ、ループ。 (TransmissibleSpongiform 
Encephalopathy Risk Assessment Subgroup)が機能を引き継し1だ。 SEACホームページア
ーカイブ







か月から 72か月)に関する助言を行ったところである。 Jointconsul tation by Department 
for Environment， Food and Rural Affairs， Welsh Assembly Government and Food Standards 
Agency on proposals for change to BSE testing of cattle slaughtered for human 




境食料農村省食品残留農薬専門委員会 (DefraExpert Committee on Pesticide Residues 
in Food)に置き換えられることとなった。残留農薬委員会ホームページ
(http://www.pesticides.gov.uk/prc.asp?id=3012)参照。
3ro The Food Standards Agency' s Strategy for 2010-2015 (December 2009). 
371 The Food Standards Agency' s Strategy to 2015， Safer Food for the Nation (March 
2011 update). 
123 
学・証拠基準j を中核的価値基準 (corevalues又は ourcore principles) として掲げて





























372 Ibid， P2. 
373 Ibid， Pl. 


























その指掃を行ったのが、欧州議会の BSE調査臨持委員会 (Temporarycommi ttee of inquiry 











Veterinary Committee) 3の BSEサブグループ。は英国当局者で、占められ、会合出席者の
大半は英国籍の者で、あった4とするとともに、英国出身委員からの5郎、圧力を背景に欧
州委員会は獣疫科学委員会の役割に過剰な重みを置いた旨指摘している5。第三に、 1990




1 European Parliament， Report on alleged contraventions or maladministration in the 
implementation of Community law in relation to BSE， without prejudice to the 
jurisdiction of the Community and national courts， 7 February 1997 (A4-0020/97). 
2 Ibid. A. 1. 3.4. 
3獣疫科学委員会は、第 6総局に置かれていた。 Ibid，A. 1. 1.4. 3. 
4 Ibid， A. 1. 1. C. 
5 Ibid， A. 1. 1. 4. 5. 




























7 Ibid， A. I. 3.9. 
8 Ibid， A. I. 1. 3. 
9 Ibid， A. I. 2.2. 
10 European Par liament， Speech by Jacques Santer， Debate on the report by the Commi ttee 
of Inquiry into BSE， 18 February 1997 (SPEECH/97/39)， P4-5. 



















FOOD SAFETY， 30 April 1997 (COM(97) 183)， P6-7. 
12 1bid， P9-10. なお、この三原則は、次節で説明する「食品安全白書」に引き継がれてい
るD
13 1bid， P14. 
14 1bid， P7， 19-20. 
15 1bid， P21， 26. 
16 C1削 1SSONOF THE EむROPE必JCO~倒UN1TIES ， THE GENERAL PR1NCIPLES OF FOOD LAW IN THE 




















とって主要政策の優先事項である。 j としたのに続いて、「独立した欧州食品庁 (a
independent European Food Authority) 23の設立は、高水準の食品安全を保証する必要性
に対し最も適切な返答となるはずである、と委員会は考えるoJといい、新組織の設立が「根




19 C1泊nSSONOF THE EUROPEAN C01邸UN1TIES，THE GENERAL PR1NCIPLES OF FOOD LAW 1N THE 
EUROPE脳出ION，Commission Green Paper， 30.4.1997 (COM(97) 176 final)， P m. 
20 Philip James， Fritz Kemper， Gerard Pascal， A European Food and Public Health 
Authori ty -The future of Scientific advice in the EU， 13 December 1999 (DOC/99/17). 
なお、当該コンサルタントレポートの著者の一人である PhilipJamesは、英国食品基準
庁の初期設計に携わった人物である。
2~ Ibid， Executive Summary. 




23食品安全白書においては、新組織は欧州食品庁 (EuropeanFood Authority) と記載され
ていたが、次節で述べるように、設立立法においては欧州食品安全庁 (EuropeanFood 
Safety Authority) と表現されることとなる。
24 C1抽USSONOF THE EUROPEAN CO路町N1T1ES，明UTEPAPER ON FOOD SAFETY， 12 January 2000 














欧州食品安全庁は、白書による提案を経て、 Regulation(EC) No 178/200229に基づき設
立され、 2002年 1月 1日から活動を開始することとなった300当該規員IJの冒頭において、「本







27 Ibid， P14-15. 
28 Ibid. P16. 
29 Regulation (EC) No 178/2002 OF n琵 EUROPEANPARLIAMENT必mOF THE COUNCIL of 28 
January 2002 laying down the general principles and requirement of food law， 
establishing the European Food Safety Authori ty and laying down procedures in matters 




30 Regulation (EC) No 178/2002第 64条参照。但し、これは EC規則上のことであり、ーか
らの立ち上げとなったため、組織を調え本格的な運営に入るまで時間を要している。ちな































会及び科学ノミネルの設立完了は2003年5月となったo See， European Food Safety 
Authori ty Annual Report for the Year 2002 (2003)， P5-6. European Food Safety Authori ty 
Annual Report 2003(2004)， P16. 












第 49条 EU域外諸国 (thethird countries) 32の参加
以下では、これらの規定のうち、欧州食品安全庁の特徴を示す重要なものについて説明















32 ここでいう thirdcountriesとは、 non-EuropeanUnion countriesのことである。
33後に Regulation(EC) No 1642/2003等によって改正されているが、 Regulation(EC) No 
178/2002の内容により説明を行う。
34 当該規則の冒頭において、特に配慮する条項として、第 37条、第 95条、第 133条及び














































































の公表(第 38条第 1項 a号)や、執行理事会の公開原則(第 38条第 2項)等について言
及している。
第4節 欧州食品安全庁の組織と活動












開始した 2003年の 56名40から、 2010年には 433名41と約 8倍の規模となっている。
③ 科学的意見の件数
36 Regulation (EC) No 178/2002第 25条第26条参照。
37本稿では、基本的には2011年 12丹末までに公表された年報を対象とする。それ以降の
年報の内容に関しては、別途、検討を行うこととしたい。
38 European Food Safety Authority， STRAREGIC PALN OF THE FOOD SAFETY AUTHORITY FOR 
2009-2013 (18 December 2008) ， P48. 
39 European Food Safety Authority， Annual Report 2010(2011)， P61. 
40 European Food Safety Authority， STRAREGIC PALN OF THE FOOD SAFETY AUTHORITY FOR 
2009-2013 (18 December 2008) ， P48. 






















とする科学者であり、アイルランド食品安全庁 (IrishFood Safety Authority)の初
42 Ibid， P3. 
43 European Food Safety Authori ty， Annual Report 2006 (2007)， P45. Regulation (EC) No 
575/2006に基づく。
44 Ibid， P46. 
45 Ibid， P46. 
46 European Food Safety Authority， Summary of Annual Report 2006(2007)， P1. 
47 European Food Safety Authority， Annual Report 2008(2009)， P17. Regulation (EC) No 
202/2008に基づく。
48 Media Statement， Two reviews planned for A1/A2 milk debate， 13 December 2007 
(http://阿 w.foodsafety. govt.nz/elibrary/industry/Reviews_Planned-Independent_1 
nto. pdf) . 




った DianaBanatiが就任した。彼女は、ハンガリー中央食品研究機構 (theCentral Food 
Research Institute)理事長を経験しているほか、ハンガリ一国家食品安全局 (the
National Food Safety Office) の設立に関わった、食品安全を専門とする科学者であ








った CatherineGeslain-Laneelleが就任した540 彼女は欽州委員会第 3総局(産業及








51 http://阿 w.efsa. europa. en/en/mbmembers/dianabanati.htm 




54 See， Curriculum vitae of Executive Director 
(http://www.efsa.europa.eu/en/ed/edcv.htm) .なお、もう一人の副議長には、英国食
品基準庁の 2代目委員長となった DirdreHuttonが就任していたo See， EUROPEAN FOOD 
SAFETY AUTHORITY AJ剥UALREPORT 2003(2004)， P8-9. 
55欧州食品基準庁の議長及び事務局長は、 Regulation(EC) No 178/2002の第 25条第 4項
及び第 26条第 1項に基づきそれぞれの職に就くこととなるが、副議長については、当該
規則において直接の根拠規定を持たない。










欧州理事会は 2003年 12丹 13日に欧州食品安全庁の恒久的な設置場所をイタリアの
パルマとすることを決定した58 この決定に基づき、 2004年 10月以後、ブリュッセル
からパルマの新運営本部への移転が始まりへ翌年 6月に完了した600 このことに伴っ
て、職員の国籍構成は大きく変動し、 2003年に約 43%だ、ったベルギ一国籍の職員の割
合は 2006年には約 18%と減少したのと対照的に、 2003年に約 1%だ、ったイタリア国籍








代表の DirdreHutton (2002 -2007)、英国消費者団体‘Which?'主任政策アドバイザー
のSueDavies (2010年一)がし1る。 EむROPEANFOOD SAFETY AUTHORITY AJ剥UALREPORT 
2003(2004)， P8-9. Minute of Management Board Meeting， 11 September 2007， P3. 
http://www.efsa.europa.eu/en/mbmembers/member/suedavies.htm 
57 European Food Safety Authority， Annual Report 2006(2007)， P8. 
58 European Food Safety Authority Annual Report 2003(2004)， P17. 
59 European Food Safety Authority Annual Report 2004(2005)， P17. 
60 European Food Safety Authority Annual Report 2005(2006)， P49. 
61 European Food Safety Authori ty Annual Report 2003 (2004)， P13. European Food Safety 
Authority Annual Report 2006(2007)， P46. 
62 European Food Safety Authority Annual Report 2007(2008)， P11. 
63 Ibid， P11. 
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利害宣言手引書は、利害宣言には年次利害宣言 (ADoI: Annual Declaration of 
Interests)と特定利害宣言 (SDoI: Specific Declaration of Interests)の 2つあ
り、前者は執行理事会メンバー、助言フォーラムメンバ一、科学委員会や科学ノ〈ネル、
ワーキンググループのメンバー、その他欧州食品安全庁の専門家、事務局長等が作成
日EFSAPOLICY ON DECLARATIONS OF INTERESTS. 
65 IMPLEMENTING ACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS GUIDANCE DOCUMENT ON 
DECLARATIONS OF INTERESTS. 
66 IMPLEMENTING ACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS PROCEDURE FOR IDENTIFYING 
AND HANDLING POTENTIAL CONFLICTS OF INTEREST. 
67本稿で取扱うのは、利害宣言方針は2007年 10月5日付、利害宣言手引書及び利害宣言
手続は2009年9月8S付の改訂版である。
68 EFSA POLICY ON DECLARATIONS OF INTERESTS(5 October 2007)， P1. 
69 Ibid， Pl. 

























71 IMPLB伍NTINGACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS GUIDANCE DOCUMENT ON 
DECLARATIONS OF INTERESTS(8 September 2009)， P2. なお、年次利害宣言のほかにも、
宣誓、秘密に関する宣言を書面で作成することとなっている。 Ibid，P2. 
72 Ibid， P3. 
73 IMPLEMENTING ACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS PROCEDURE FOR IDENTIFYING 
AND HANDLING POTENTIAL CONFLICTS OF INTEREST(8 September 2009)， P2. 
74 Ibid. P2. 
75 Ibid， P2. 
76 European Food Safety Authority， Summary of Annual Report 2008(2009)， P1，3. 
77 STRATEGIC PALN OF THE EUROPEAN FOOD SAFETY AUTHORITY FOR 2009-2013 (18 December 




















( 1) Regulation (EC) No 178/2002の関連条項
Regulation (EC) No 178/2002において、欧州食品安全庁による情報の取得及び管理・利
用に関する条項があり、主なものとして、第 33条「データの収集j、第 34条「出現リスク
の確認、J、第 35条「早期警告システムj、第 38条「透明性J、第 39条「機密性J、第 40条
「欧州食品安全庁からのコミュニケーションj、第 41条「文書へのアクセスj等がある 0
.それぞれについて、特徴的な点を取り上げ、当該規則上の情報の取扱いを確認することと
したい。なお、基本的には Regulation(EC) No 178/2002が制定された当初の内容に沿っ
て確認するが、必要に応じて、改正された条項の内容についても言及することとしたい。
第 33条はデータの収集に関して規定しており、第 1項で、 f欧州食品安全庁は、その任務
の範囲内にある領域において、関連する科学的及び技術的データの探索、収集、分析及び
要約を行うものとする。特に、次の各号に関連するデータの収集を伴うものとする。Jとし
78 European Food Safety Authority Annual Report 2006(2007)， P13. 
79 European Food Safety Authority Summary of Annual Report 2007(2008)， P1. 
80 European Food Safety Authority Summary of Annual Report 2009(2010)， P1. 
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て、 (a)食品の消費と、食品の消費に関連するリスクへの鱈人の曝露、 (b)生物学上のリス





































第 41条は、文書へのアクセスについて規定するものであり、Regulation(EC) No 178/2002 
制定当初は、第 l項において所有文書への広範なアクセスを確保すべきものとしていたが、
2003年の改正によって、欧州議会、欽州委員会及び欧州理事会の文書への一般市民のアク










81 Regulation (EC) 1049/2001 OF T自EEUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 30 May 
2001. 
82 Regulation (EC) 1642/2003 OF THE EUROPEAN PARLI品1ENTAND OF T田 COUNCILof 22 July 
2003. 
83欧州食品安全庁が署名したのは、 STATEMENTON CONFIDENTIALITY ARRANGEMENTS BY THE 
EUROPEAN FOOD SAFETY AUTHORITY TO FACILITATE THE SHARING OF NON-PUBLIC INFOR1仏TION
WITH THE UNITED STATES FOOD AND DRUG ADMINISTRATION DEPARTMENT OF HEALTH AND HUMAN 
SERVICES、米国食品医薬品局が署名したのは、STATEMENTON CONFIDENTIALITY AR臥NGEMENTS
BY TI也 UNITEDSTATES FOOD AND DRUG ADMINISTRATION DEPART~1ENT OF HEALTH AND HUMAN 




84 European Food Safety Authority Annual Report 2007(2008)， P40. 
85 European Food Safety Authority Summary of Annual Report 2007(2008)， P1. 
86欧州連合における法的枠組みとして Regulation(EC) No 1049/2001、米国における法的















87 European Food Safety Authority Annual Report 2007(2008)， P40. 







機関であるj としづ。向上、 360頁参照。なお、ニュージーランド食品安全局は、 2010年
7月に農林省と融合され、2012年4丹には第一次産業省(Ministryfor Primary Industries) 
となっている(第一次産業省ホームページ参照)。
89 当事者双方が署名した文書は、 ME註O貼NDUMOF COOPERATION between European Food Safety 
Authority and Food Safety Commission of Japanと胞話OR必IDUMOF COOPERATION between 












欧州食品安全庁は、 Regulation(EC) No 178/2002第 61条第 1項に基づき独立外部評価





















92 なお、 2011年 12月末現在、欧州食品安全庁ホームページにおいて 2回目の外部評価結果
関する資料は掲載されていない。
93 Bureau van Dijk Ingenieurs Conseils with Arcadia International EEIG， Evaluation 
of EFSA Final Report (contract FIN-0105) ， 5 December 2005. 
(http://www.efsa. europa. eu/it/home/publication/final_report_evaluation1.pdf). 
94 Ibid， P2. 
95 Ibid， P2. 
























































Nature Newsによると、 2010年9月 29日に欧州議会議員の JoseBove99は、欧州食品安全
庁議長職の 1期目 (2008年 10月'"'-'2010年 6月)を終えたDianaBanatiが、食品企業の出
資する非政府組織である国際生命科学研究所 (ILSI: International Life Sciences 
Institute)の欧州地区理事会理事に 2010年 4月に就任したにもかかわらず、その旨の利
98 European Food Safety Authority， MANAGE~ffiNT BOARD CONCLUSIONS OF THE EXTERNAL 
EVALUATION OF EFSA AND RECO渦ffiNDATIONSARISING FROM THE REPORT， P5 






















100 Nature News 'Food agency denies conflict-of-interest claim' (5 October 2010) 
news. 2010. 513 (http://www.nature.com/news/2010/101005/full/news.2010.513.htm1). 
Jose Boveによるこの主張は、彼のホームページで公開されている。 Liaisons
dangereuses EFSA sous contrδ1e de l'agro-industrie 
(http://www. jose-bove. eu/2010/09/1iaisons-dangereuses-efsa-sous-contro1e-de-1-a 




101 Nature News ιFood agency denies conflict-of-interest c1aim' (5 October 2010) 






























108 Ibid. なお、国際生命科学研究所は、ヨーロッパ地区のホームページにおいて、 Diana
Banatiの理事辞任を受け入れたことを 2010年 10月 24日付で表明するとともに、ロビー
活動を禁止していることに言及し、ロビー団体でないことを強調していた。この記事は、
(http://www. ilsi.org/Europe/Pages/ViewFeatureDetails. aspx?ID=10&ListName=Featu 























































る予防原則 (precautionaryprinciple) 111~こついて規定している。同時に、同条第 2 項に
110欧州共同体の食品法についてはJ数多くの重要な判例の積み重ねによって…形作られて
いく j こととなり、 1979年のカシス・ド・ディジョン事件がその代表とされている。中嶋
康博 iEUにおける食品安全確保システムj農林統計調査 (2002.4)4頁参照。当該事件 (Case
120/78， Rewe-Zentral AG v. Bundesmonopolverwaltung fur Branntwein [1979J ECR 649.) 










































113規則のガイドラインは、アレルギーを例の一つに挙げている。 See，GUID州CEON THE 
INPLE舵NTATIONOF ARTICLE 11，12，14，17，18，19 AND 20 OF REGULATION(EC)No178/2002 ON 
GENERAL FOOD LAW， CONCLUSION OF THE STANDING CO油HTTEEON THE FOOD CHAIN AND ANlMAL 

































果を持つ条項ではない、とされている。 See，GU印刷CEON THE INPLEMENTATION OF ARTICLE 
11， 12， 14， 17， 18， 19必JD20 OF REGULATION (EC) No 178/2002 ON GENERAL FOOD LAW， CONCLUSION 
OF THE STANDING CO拙{ITTEEON THE FOOD CHAIN AND ANI1仏Lr置ALTH(2010)， P14. 
153 












し¥う。 See，Ibid， P18. 
117規則のガイドラインによると、この条項の狙いは、管轄当局が安全でない食品を明確に
気づくことのみならず、速やかに通知を受けること、又は潜在的(あるいは出現)リスク







ステム導入の手引きJ(平成 15年 3月策定(初版)、平成 19年 3月改訂(第2版)、平成







































119 なお、この早期警戒システムは、 RASFF(Rapid Alert System for Food and Feed) と呼
ばれており、水銀に汚染されたイスラエル産オレンジがオランダや西ドイツで発見された
ことを契機として、もとは 1979年に始まったシステムである。 See，European Commission 
(Directorate-General for Heal th & Consumers) ， The Rapid Alert System for Food and 
Feed of the European Union (2009)， P11. 現在では、ネットワ)クメンバ一向けのウェ







直接又は間接のリスクに係る、欧州連合域内の境界所 (aborder post) での管轄当局によ
る食品又は飼料のまとまり、コンテナ又は貨物の拒否j を挙げている。


















(http://~~. deljpn. ec.europa. eu/modules/media/news/2009/090730.html)参照。
問なお、 2011年 3月 11Sに発生した福島原子力発電所における事故に伴い、日本からの
食品の輸入に関し予防的措置として規制を行ったのは、 Regulation(EC) No 178/2002第
53条に基づくものである。 See，CO刷 ISSIONIMPLE~ffiNTING REGULATION (EU) No 297/2011 
of 25 March 2011， imposing special conditions governing the import of feed and food 




















































2 山田友紀子「シリーズ食品安全行政一農林水産省の役割-⑤リスクアナリシス(その 1)J 
月刊食料と安全 10巻 3号 (2005年)16真。
3 Codex委員会の概要については、本稿序章第2節参照。
4 2011年 12月現在、第20版が最新版である。
5前者は 1997年に採択、 1999年、 2003年、 2004年に改正されており、後者は2003年に採
択されたものである。 See，Codex Alimentarius Commission， PROCEDUAL MANUAL Twentieth 






































に FAO/WHO合同専門家組織・会議(リスクアセスメント者)にあるJ8という o Codex 
委員会はリスクマネジメントを、 FAO/陀 O合同食品添加物専門家会議 (JECFA: Joint 
Expert Committee on Food Additives)や FAO/叩0合同残留農薬専門家会議(JMPR:























8 Codex Alimentarius Commission， PROCEDUAL M必ilALTwentieth edition (2011)， P105. 
9 Ibid， P106. 
10 Ibid， P106. 













第四部 27において、消費者の健康保護に関する記述があり、 ICodex委員会の 2つの
目的は、消費者の健康保護と食品貿易の公平な実施の確保であることは認めるが、リ
スクマネジメントに基づく Codex委員会の決定や勧告は、消費者の健康保護を第一の










このほか、世界貿易機関 (WTO: Wor ld Trade Organization)の「衛生及び植物検疫措置
の適用に関する協定J(SPS協定 Agreementon the Application of Sanitary and 
Phytosanitary Measures) においてリスクアセスメントに関する規定があるため、この協
定についても言及しておきたい。 SPS協定は、第 5条第 l項において「加盟国は、関係国際
機関により展開されたリスクアセスメント技法を考慮、し、人間、動物、植物の生命又は健
康に対する状況にふさわしいリスクの評価に基づいて、衛生及び植物検疫措置をとること
12 Ibid. P107. 
13 Ibid， P108. 
14 Ibid， P111. 
161 
を保証するものとする。j と規定する。食品安全に係る関係国際機関はCodex委員会を指す











し、また、附員IJA 3. (a) において、国際的な基準、ガイドライン及び勧告とは、食品安
全についてはCodex委員会により策定された基準、ガイドライン及び勧告である旨定義し
ている。





同じく WTOホームページで公表されている“Understandingthe WTO Agreement on Sani tary 















EUレベノレでのリスクアナリシスは、本稿第 2章で言及したように、 Regulation(EC) No 
178/2002において規定されている。用語の定義、機能分担、実施原則に関する主要な記述
について確認することとしたい。
リスクアセスメントに関する用語は、第 3条第 10項から第 13項において定義されてい
る。リスクアナリシスは「リスクアセスメント、リスクマネジメント、リスクコミュニケ
ーションといった 3つの相関した要素から成るプロセスを意味するJ(第 3条第 10項)、リ
スクアセスメントは「ハザード同定、ハザード特性評価、曝露評価、リスク特性評価とい








味するJ(第 3条第 13項)と定義づけられており、先にみた Codex委員会による定義と類
{以したものとなっているD
リスクアセスメントの機能分担については、例えば Regulation(EC) No 178/2002の冒
頭(34)において「欧州食品安全庁は、リスクアセスメントにおいて独立した科学的な照会











































き一般原則の一つで、あると考えている。J(Commission of the European Communities， 

















また、かつての海綿状脳症諮問委員会 (SEAC Spongiform Encephalopathy Advisory 
19食品基準庁が「食品リスクマネジメントj の枠組みを示した文書があり、その段階とし
て、，( i )リスク同定J，(註)リスクの評価J'(iii)とるべき行動の決定J'(iv)決定事項の
実行J，( v )決定の影響のモニタリング及び検討」をあげている (See，Food Standards 
Agency， A FRAMEWO悶(FOR MEASURING FOOD RISK MANAGEMENT AGAINST PHILLIPS' LESSONS 









アセスメントポリシーの確立を挙げている (See，Codex Alimentarius Commission， 
PROCEDUAL MAはJALTwentieth edition (2011)， P108)o考察にあたっては、これらが食品
基準庁が示す段階とどれが対応するのか、，(註)リスクの評価j の段階に適用されるチェ
ック項目として、「正式なリスクアセスメントを実施しているかJ(See， Food Standards 
Agency， A FRAMEWO悶(FOR註EASURINGFOOD RISK世ANAGEMENTAGAINST PHILLIPS' LESSONS 






部を担っていたと認められる。さらに、本稿第 1章第 10節の紳注 369でふれたように、政
府声明に基づき 2011年 3月 30日に廃止された海綿状脳症諮問委員会の機能は、保健省の
諮問委員会である危険病原体諮問委員会 (ACDP Advisory Commi ttee on Dangerous 
Pathogens) 伝染性海綿状脳症リスク評価サブグループ (TransmissibleSpongiform 















明である。j として、 BSEの人間への感染の可能性を初めて指摘するとともに、 30ヶ丹齢を
超える牛からとれる枝肉について、食肉衛生サービス局の監視下にある許可処理場で骨を
除去し、切り取ったものを特定牛臓物 (SBO: Specified Bovine Offal) として分類しなけ
ればならないことや、すべての家資について鈎料に肉骨粉を使用することを禁止すること
等を推奨したへ欧州委員会は、英国政府からこのような措置をとる旨の通知を受け、獣疫
科学委員会の意見に沿って、 1996年 3月 27日に欧州委員会決定 (CommissionDecision 
21後に、これが変異型クロイツフェルトヤコブ病と呼ばれることとなる。 See，Food 
Standards Agency， Review of BSE controls (December 2000)， P7. 















Commission Decision 96/239/ECの一時執行停止にかかる英国の申し立てを退けた270 こ
の裁判所命令において、「予防原員IJ としづ言葉はでてこないほか、その考え方について
23 Commission Decision of 27 March 1996 on emergency measures to protect against bovine 






24 このほか、 CommissionDecision 96/239/EC第 1条の有効性に関して審理された事件とし
て、英国の高等法院女王座部 (HighCourt of Justice， Queen's Bench Division)が欧州
司法裁判所に対し先決裁定の付託を行ったCaseC-157/96がある。この事件は、全国農家
連合 (theNational Farmer's Union)等の業界団体が中心となって申し立てたものである
が、 CaseC-180/96の方が CommissionDecision 96/239/ECに関する直接的な申し立てで
あるほか、両事件とも審理にあたった裁判官及び法務官が同じであるため、本稿において
はCaseC-180/96を中心に解説を行うこととし、必要に応じて CaseC-157/96にふれるこ




25 Order of the Court 12 July 1996 in Case C-180/96 R， 1 -3935. 
26 Ibid. 1 -3936. 



















とることがある。J33といい、 fこのアプローチは、 EC条約第 130r条第 1項により支えら
~ Opinion of the Advocate-General (30 September 1997). 
29 Ibid， para. 36. 
30 Ibid， para.40. 
31 なお、 CaseC-157/96の先決裁定が同じ日に下され、付託の論点にかかる検討は





定 (CommissionDecision 96/239/EC) について理由の言及が不十分で、あること、比例原
則違反、 EC条約第6条及び第 40条第 3項違反、 EC条約第 39条第 l項違反、異議を唱え
られた決定 (CommissionDecision 96/239/EC)第 1条第3インデントの取庇(特に法的
確実性原則の遵守が不十分なこと)、 CouncilDirective 89/662/EECとCouncilDirective 
90/425/EECの違法性の 9点である。
33 Judgment of the Court of 5 May 1998 in Case C-180/96， para.99. 
168 












34 Ibid， para. 100. 
35 Ibid， para. 100. 
36本判決でいう人の健康にかかる予防措置について、アムステルダム条約発効待の EC条約
第 152条第 l項が明文で追認したとする論者がいる。中村氏雄 iEU法の最前線第 1回狂
牛病事件」貿易と税関 47巻9号(1999年)92頁参照。なお、食品安全分野における予防
原則については、本稿第2章第7節でふれたように、 Regulation(EC) No 178/2002にお
いて明文化されたところであり、今後の展開を見守る必要がある。本稿では詳細に触れな
いが、予紡原則にかかる事例として、 TSEの基本規制である REGULATION(EC) No 999/2001 
OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 22 May 2001 を CO~倒ISSIONREGULATION
(EC) No 727/2007 of 26 June 2007により改正し、 TSE規制の一部を緩和しようとしたと
ころ、フランス政府tが予防原則違反等を理由に執行停止を求めて欽州委員会を訴えた事件
Case T-257/07R (2007年9月 28日第一審裁判所裁判官命令)、 CaseT-257/07R I (2008 
年 10月 30日第一審裁判所長命令)、 CaseT-257/07 (2011年 9月9日第一審裁判所判決)
がある。 CaseT-257/07Rの第一審裁判所裁判宮命令及びCaseT-257/07R Iの第一審裁判
所長命令において緩和措置の執行停止を命じたが、 CaseT-257/07の第一審裁判所判決に
おいては、 RegulationNo 178/2002でいう Precautionaryprincipleに言及した上でフラ
ンス政府の主張を退けている。
37 DEFRA， BOVINE SPONGIFO測 ENCEPHALOPAT自YCHRONOLOGY OF EVENTS (as at 29 October 2010)， 
P14 
(http://archive. defra.gov.uk/foodfarm/farmanimal/diseases/atoz/bse/publications 
/documents/chronol. pdf). European Council， Florence European Council 21 and 22 June 
169 
その後、英国産牛肉の輸出禁止を規定した CommissionDecision 96/239/ECは、 1996年
6月 11自の CommissionDecision 96/362/ECにより改正され、 1998年 3月 16日の Council
Decision 98/256/ECによって廃止されるとともに、英国産牛肉の輸出禁止の枠組みは当該
決定に引き継がれることとなった39。また、 1998年 11月 25日の CommissionDecision 
98/692/ECによって、 CouncilDecision 98/256/ECが改正され、英国産牛肉の一部輸出解
禁に向けた日付ベース輪出スキーム (DBES: date-based export scheme)が準備された。
このスキームの運用の下での英国産牛肉の一部輸出解禁が、1999年 7月 23日の Commission
Decision 1999/514/ECによって 1999年 8月 1日から始まることとなった400




った 5つの前提条件が定められた。 See，BBC， UK BSE Timeline (November 28， 1998) 
(http://news. bbc. co. uk/2/hi/uk_news/218676. stm). 
38 なお、 CommissionDecision of 11 June 1996 (96/362/EC)により、牛の精子のほか、条
件を満たすゼラチンや獣脂等について輸出が解禁されることとなった。 See，Commission 
Decision of 11 June 1996 (96/362/EC)， Articlel， Annex. 






定することとしていたが、その日付は、1998年 5月初日の CommissionDecision 98/351/EC 




禁日に対して異議はない。j との結論を下した。 See，Food and Veterinary Office， REPORT 
ON A CO拙HSSIONMISSION TO THE UNITED KINGDOM (NORTHERN IRELAND) TO ASSESS T狂E
IMPLEMENTATION OF THE EXPORT CERTIFIED HERDS SCHEME (20-22 APRIL 1998)， P6-7. 


















年8月 1日と定めたものである。なお、 CommissionDecision 1999/514/ECの発出前に、
食品獣疫局は、英国関係当局に対して検査を実施しており、十分な状況と判断された。 See，
Commission Decision 1999/514/EC. Food and Veterinary Office， REPORT ON A CO捌 ISSION
MISSION TO THE UNITED KINGDOM TO ASSESS T百EDATE BASED EXPORT SCHE~ffi (DBES) AND A 
FOLLOW-UP MISSION ON THE EXPORT CERTIFIED HERD CHE~ffi (ECHS) (12-16 APRIL 1999)， 
P27-30. 
41 ちなみに、裁判長はCaseC-180/96の審理を行った G.C. 京odriguezIglesiasでスペイ
ン人、法務官はJ.班ischo(ルクセンブルク人)である。
なお、欧州委員会がフランス政府を訴えたCaseC-1/00の前に、フランス政府は、英国
産牛肉の一部輪出解禁日を決定した 1999年7月23SのCommissionDecision 1999/514/EC 
に関し、この改正又は廃止を拒否したといわれている欧州委員会の決定の取消を求め、
1999年 12月 29日に欧州司法裁判所へ提訴した。これが CaseC-514/99であり、 2000年 6
月 21日の裁判所命令でフランス政府の主張は退けられた。See，ORDER OF THE COURT 21 June 
2000… Case C-514/99， 1 -4722. この事件の裁判長及び法務官はCaseC-1/00と同じ人
物である。
42 OPINION OF ADVOCATE GENERAL MISCHO delivered on 20 September 2001. 
43欧州委員会が消費者の健康及び食品安全領域における最良の科学的助言を得ることを助
けるため、 CO刷 ISIONDECISION of 10 June 1997 (97/404/EC)に基づき設立された科学運
営委員会 (SSC: Scientific Steering Commi ttee) を指すD


























当該判決も、予防原則 (precautionary princ iple)という言葉は使われているものの、
定義に関する言及はなく、判断にあたっての中心的な検討材料とはなっておらず50、フラ
ンス側の手続面に関する問題を多く取り上げた判決であった。先に言及した Case
45 Ibid， 1 -10026. 
46 Judgment of the Court 13 December 2001 in Case C-1/00， para.147. 
47 Ibid， para. 49. 
48 Ibid， para. 72. 
49 Ibid， para. 82. 
50 フランスによる予防原則の議論の持ち出し方を問題とする記述さえある o See， Ibid， 
para. 83. 
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国際獣疫事務局52の基準によると英国が BSEについて中程度リスク (moderaterisk) 53国
とみなされる54ことの妥当性等について科学的意見を要誇し、欧州食品安全庁がそれにこ
51 See， BSE : UK beef embargo to be 1ifted (IP/06/278)， Brusse1s， 08 March 2006. 
52国際獣疫事務局 (OIE: Office internationa1 des epizooties) は、 1924年にパリで設
立された、世界規模の動物衛生の改善について責任を負う政府間組織である。ちなみに、
2003年に名称が変わった(英語:Wor1d Organization for Anima1 Hea1th、仏語:
Organization Mondia1 de 1a Sante Anima1e) が、現在でも頭文字として OIEが使われて
いる。 http://www.oie.int/about-us/、http://www.oie.int/fr/a-propos/参照。
53 当時、国際獣疫事務局による評価は、 BSEfree、BSEprovisiona11y free、minima1risk、
moderate risk、highriskの5分類あり、英国は以前、 highriskに分類されていた。 See，
OIE， REPORT OF THE MEETING OF Tf琵 OIETERRESTRIAL ANU仏LHEAL TH ST ANDARDS CO焔nSSION，
Paris， 2-13 October 2006， P328. See， BSE : Lifting restrictions on the trade of catt1e 
and beef from the UK， MEMO/06/108， Brusse1s， 8 March 2006，P1.ちなみに、国際獣疫
事務局による評価分類は 2005年に衝素化され、neg1igib1eBSE risk、contro11edBSE risk、
undermined BSE riskの3分類となったo See， OIE， REPORT OF THE MEETING OF THE OIE 
TERRESTRIAL ANlMAL HEALTH STANDARDS CO凶1ISSION，Paris， 2-13 October 2006， P328. 
54 ちなみに、欧州食品安全庁は、その前身の科学運営委員会 (SSC: Scientific Steering 
Commi ttee) のときから地理的 BSEリスク (GBR: Geographica1 BSE Risk) に関する評価
を行っているD英国は 2000年7月に、 1High1y un1ike1y、I Un1ike1y but not exc1uded、
盟 Like1ybut not confirmed or confirmed， at a 10wer 1eve1、rvConfirmed， at a high 
1eve1の4段階のうち、 rvと評価された。 See，European Food Safety Authority， 
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たえ、 2004年 5月 11日に意見を出した550 そこでは、グレートブリテンでの BSE発生率









食品獣疫局は、 20051:j三 6月 6Sから 15Sの問、英国当局に対し、 BSEの疫学監視、完
全な飼料禁止、特定危検部位に関して検査を実施し、大方の領域で良好な進捗であると
結論付けた59。特に、データベースやサンプリング、のモニタリング、 BSE疫学監視の管理
Geographical BSE Risk (GBR) assessments covering 2000-2006 List of countries and 
their GBR level of risk as assessed by the Scientific Steering Committee and the 
European Food Safety Authority (EFSA)， 01.08.2006， Annex. 
55 European Food Safety Authority， Opinion of the Scientific Panel on Biological 
Hazards of the European Food Safety Authori ty on the appl ication of the Uni ted Kingdom 
for Moderate Risk BSE status (Question Number EFSA-Q-2003-013， Adopted on 21 April 
2004)， The EFSA Journal (2004) 55， P1. なお、意見の公表日については、
http://\~vw.efsa.europa.eu/en/efsajournal/pub/55.htm 参照、。
~ European Food Safety Authority， Report of the Working Group on the application of 
the United Kingdom for Moderate BSE risk status， Annex to The EFSA Journal (2004) 
55， P12-13. 
57 European Food Safety Authority， Opinion of the Scientific Panel on Biological 
Hazards of the European Food Safety Authori ty on the application of the Uni ted Kingdom 
for Moderate Risk BSE status (Question Number EFSA-Q-2003-013， Adopted on 21 April 
2004)， The EFSA Journal (2004) 55， Pl. 
58 なお、欧州食品安全庁の生物学的ハザードに関する科学パネルは、その後英国当局から
得た追加資料について、先の欧州食品安全庁の結論を確認するものであるとの考えを 2005
年 3月 10日に示した。 See，Statement of the Scientific Panel on Biological Hazards 
(Brussels， 10 March 2005) (http://阿 w.efsa. europa. eu/en/efsajournal/doc/618.pdf). 
59 FINAL REPORT OF A MISSION CARRIED OUT IN THE設すITEDKINGDOM (GREAT BRITAIN) FRO祖

















食品獣疫局が検査結果レポート (DG(SANCO)/7614/2005-~叙 Final) を 2005 年 9 月に公表
した64ことで満たされた。
④ 輸出解禁決定
フードチェーン及び動物衛生に関する常設委員会は、 2006年 3月 8日に、英国産の生
体牛や牛肉及び牛肉製品の輸出禁止を解除する欧州委員会の提案について、全会一致で
賛成意見を採択した65。この提案は、輸出解禁のための TSEロードマップの中で欧州委員
ENCEPHALOPATHY， DG(S必~CO)/7614/2005-MR Final， P18-19. 
60 Ibid. P19. 
61 European Commission， The TSE Roadmap (Brussels， 15 July 2005) COM(2005) 322 FINAL， 
P4. 
62 Ibid， P13. 
63 European Food Safety Authority Statement of the Scientific Panel on Biological 
Hazards (Brussels， 10 March 2005) 
(http://www.efsa.europa.eu/en/efsajournal/doc/618.pdf). 
64 http://ec. europa. eu/food/fvo/rep_details_en. cfm?rep_id=1339参照。ちなみに、欧州
委員会及び加盟国へは 2005年 11月に提出したとしづ。 See，BSE: Lifting restrictions 
on the trade of cattle and beef from the UK， MEMO/06/108， Brussels， 8 March 2006， P2. 
65 BSE : UK beef embargo to be lifted， IP/06/278 (Brussels， 08 March 2006)， P1. 
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会によって設定された条件を英国が満たしたことに基づき行われた66ものである。輸出解








と述ベヘ輸出解禁に強し1意欲を示した。最終的に、輸出解禁は、 CO則 ISSIONREGULATION 















66 Ibid， P1. 
67 この日付は、先に見た良好な食品獣疫局検査の日付と関連があるという。 See，Ibid， P2. 
68 Ibid， P1. 


















関システムJ(Single Agency System)、「統合システムJ(Integrated System)の3つに分
類している (FAO/阿0，ASSURING FOOD SAFETY AND QUALITY: GUIDELINES FOR STRENGTHENING 







































議論についてj丹刊 HACCP第 8巻第 6号 (2002年)30頁参照。
73 このような整理を行うものとして、新山揚子・工藤春代リスクアナリシスと食品安全




誌第 19巻第 2号 (2006年)151頁参照。なお、食品基準庁は「内部で、もしくは外注で、
リスクアセスメントを行っていますJ(山田友紀子「シリーズ食品安全行政一農林水産省
の役部-⑤リスクアナリシス(その 2)J月刊食料と安全 10巻 7号 (2005年)7-8頁)と
指摘するものがあるが、食品基準庁内に設置の科学的諮問委員会への諮問を内部でのリス
クアセスメント、食品基準庁から独立した委員会(例えば、かつての海綿状脳症諮問委員


















それを契機とした CaseC-180/96の欧州司法裁判所判決を経て、 Communicationfrom the 
Commission on the precautionary principle(COM(2000) 1， 02.02.2000)や「食品安全白書j


















































講ずるべきである oJと報告した10 政府は、第 156回国会(常会)において、食品安全基本
法案を提出(平成 15年 2月 7日)し、食品健康影響評価を実施する合議制の機関として食
品安全委員会を内閣府に設置すること提案した。衆議院本会議での議決(平成 15年 4月 22
日)及び参議院本会議での議決(平成 15年 5月 1613) を経て、平成 15年 5月 23日に公
布、平成 15年 7月 1日に施行された。
食品安全委員会は 7名の委員(常勤 4名、非常勤 3名)から構成され(食品安全基本法
第 28条)、専門委員及び事務局が置かれている(食品安全基本法第 36条及び第 37条) 20 














食品安全基本法第 21条第 1項に基づき、同法第 11条から第 20条の規定により講じられ
る措置の実施に関して定めることとなっている「基本的事項jについては、平成 16年 1月






















































































かなければならないこととなっており、 BSE検査月齢の変更は、向条第 1項第 13号に該当
する。なお、日本の BSEリスクについては、欧州食品安全庁の前身の科学運営委員会 (SSC:
Scientific Steering Commi ttee)の意見書では、 2002年に GBRについてm(Likely but not 
confirmed or confirmed， at a lower level) と判定されながらも評価保留と付記されて
いる。 See，Scientific Steering Committee， Update of the Opinion of the SCIENTIFIC 
STEERING CO削 ITTEEon the Geographical Risk of Bovine Spongiform Encephalopathy 







あるD 委員会は、委員 7人をもって組織(同法第 28条第 l項)され、委員は、食品の安全
性の確保に関して優れた見識を有する者のうちから、両議院の同意を得て、内閣総理大臣
が任命(伺法第 29条第 1項)することとなっているD 委員会には、専門委員を置くことが
でき(同法第 36条第 1項)、専門委員は、学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が
任命する(同法第 36条第 2項)。また、委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局
















13食品安全委員会「食品安全委員会の改善に向けてJ(平成 21年 3丹 26臼) 16頁。
14なお、 2004年 6月末における事務局常勤職員の構成は、事務官 18名、技官 36名で、技
官の内訳は行政技官 35名(採用時の試験区分は医学2、薬学6、獣医 14、農芸化学8、農
学1、農業機械 l、水産 3)と研究技官 1名であることを調査結果として紹介する論考があ
る。藤田由紀子『公務員制度と専門性-技術系行政官の日英比較-~ (2008年)283頁参















































されているものと推測される。J21ことや、 121、23ヶ月齢で発見された 2頭の BSE感染牛に
おける延髄同部に含まれる異常プリオンのたん白質の量が…微量であったこと、また、我






















23平成 16年 10月 15日付厚生労働省発食安第 1015001号・ 16消安第 5410号「食品健康影
響評価についてj
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れており 25、リスクマネジメント機関との溝を示唆しているD 結論部分では、 i2005年 4月
からと畜場における BSE検査対象牛を全年齢から、 21ヶ月齢以上の牛に変更した場合につ
いて、...食肉の汚染度は全頭検査した場合と 21ヶ月齢以上検査した場合、いずれにおいて




年 8月から BSE検査対象丹齢が 21ヶ月齢以上となった。
国内の BSE対策に関する食品健康影響評価が通知されてから間もない平成 17年 5月 24
日に、食品安全委員会は、厚生労働大臣及び農林水産大臣から米国産牛肉等と国産牛肉の
リスクの同等性について食品健康影響評価を求められた270 当時は、米国において BSE感染
牛が平成 15年 12月に確認されたため、食品衛生法第 9条 2項に基づき米国産牛肉等の輪

































労働省及び農林水産省は平成 17年 12月 12日に米国産牛肉の輸入条件について米国政府と













































38 ]OINT PRESS STATEMENT FOR THE RES日WTIONOF TRADE IN BEEF AND BEEF PRODUCTS by the 


















博「食品安全行政の課題一食品安全委員会設立五年を契機にj ジュリスト No.1359 (2008 
年)74頁白なお、食品安全委員会が自発的にリスクアセスメントを行うことについて、食
品安全基本法第 23条第 1項第 2号に明示的に規定されており、食品安全委員会はこのリ
スクアセスメントを「自ら評価j と呼んでいる(食品安全委員会「食品安全委員会の改善
に向けてJ(平成 21年 3月 26日)3頁参照)。欧州食品安全庁による告発的なリスクアセ
スメントについては、まegulation(EC) No178/2002の第 29条において規定されている。




いる。第 21次国民生活審議会総合企画部会 f食べるj ワーキンググループ。第 5田(平成






























欧州食品安全庁の運営を行う執行理事会の構成に関しては、 Regulation(EC) No 178/2002 










15年 7月 1日)、第 150回会合(平成 18年 7月 3S)、第 185回会合(平成 19年 4月 5日)、
第 292回会合(平成 21年 7月 l自)、第 362回会合(平成 23年 1月 13日)の各議事録を
参照


























































































































































州議会との協議を経て、理事会 (theCounc i 1)が任命する (Regulation(EC)No172/2002第
25条第 1項)。任期は 4年 (Regulation(EC)No172/2002第 25条第 2項)であり、公益のた
めに独立して活動すること (Regulation(EC)No172/2002第 37条第 l項)や利害宣言を行う






































Seven Principles of Public Life (Nolan Principles)や政府科学局「科学的諮問委員
会のための行動規範j に沿って任命される530 任命にあたっては、適切な当局との協議を経







52食品安全委員会「食品安全委員会の改善に向けてJ(平成 21年 3月 26日)18頁参照。こ
の点については、本章第 1節において既に述べた口
53 Advisory Committee on the Microbiological Safety of Food， Annual Report 2010， P6. 










(Regulation(EC)No172/2002第 28条第 5項)。任期は 3年 (Regulation(EC)No172/2002第
28条第 5項)であり、あらゆる外部の影響から独立して活動することや利害宣言の実施が
義務付けられている (Regulation(EC)No172/2002第 37条第 2項)。利害宣言の内容は理事
や事務局長に比べ厳格であり、同じ欧州食品安全庁の中にあって特に高い独立性が要求さ

















































































































4月 2日)6-8頁参照。第二に、欧州委員会の科学運営委員会 (SSC: Scientific Steering 
Commi ttee) が実施する地理的 BSEリスク (GBR: Geographical BSE Risk)評価の草案が












執行理事会の理事の任命過程においては、 Regulation(EC) No 178/2002第 25条第 1項に
基づき、欧州委員会や欧州議会、欧州理事会が関与する一方、科学委員会等のメンバーは、







ことは、とても残念です。 J とした上で、「委員会が『科学~ ~こ基づきリスク評価を実施し
ていくためには、その『独立性と中立性』がしっかりと守られなければなりません。Jと述









69第 171回国会(常会)参議院本会議で平成 21年6月 5日に、食品安全委員会委員に吉川
泰弘氏を任命することに向意を与えないことに決した。参議院ホームページ
(http://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/old_gaiyo/171/1713100.pdf)参照。
70 rリスク評価の独立性と中立性に関する食品安全委員会委員長談話J(平成21年 7月 I
S) (http://wmv.fsc.go.jp/sonota/iinchodanwa_210701.pdf)参照。














































平成 18年 10月5日に改訂されているが、その中で「リスク評価方針の検討・作成j と題












(http://warp.da.ndl. go. jp/info:ndljp/pid/233641/www.maff.go.jp/syohi/guideline 
s/risk_tejunsyo.pdf)参照。
76英国政府は、 Codeof Practice on Consultationを作成し、効果的なコンサノレテーショ
ンの確保に努めているとされている。 See，出 Government，Code of Practice on 
Consultation (July 2008)， P3-5. 










持たないものの、政府の一般的ポリシーとして明示された Codeof Practice on 
Consultationにより原則として実施され、新たな政策及び政策の変更に関する正式・文










































































のとして、「食品安全委員会における調査審議方法等についてJ(平成 15年 10月 2日食品


























82 See， CODE OF CONDUCT FOR ME出ERSOF THE BOARD OF THE FOOD STANDARDS AGENCY (Revised 
and agreed at FSA Board Open Meeting， Tuesday 22 May 2012)， para.4. 2-4. 3. 
83 IMPLEMENTING ACT TO THE POLICY ON DECLARATION OF INTERESTS GUIDANCE DOCUMENT ON 







(平成 20年 12月 1913)がある850 そこでは、過去 3年度を対象に、分科会等の開催の都






85薬事分科会における利益相反問題への対応の出発点となったのは、平成 19年 4月 23日







月 2413薬事・食品衛生審議会薬事分科会申し合わせ)である。平成 20年 3月 24日の薬
事分科会議事録及び資料によると、これは、「審議参加と寄付金等に関する基準策定ワー




そして、第三のステップとなったのは、「薬事分科会審議参加規程J(平成 20年 12月 19
日)である。平成 20年 12月 19自の薬事分科会議事録及び資料によると、これは、「審議
参加に関する遵守事項の検証・検討委員会j と名付けられたワーキンググルーフ。において
検討され、 f審議参加に関する遵守事項の検証・検討委員会報告書J(平成 20年 12月 15













































































































ける境超える法 5 環境と生命~ (2005年)34-35参照
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|
省
庁
|
Dr
. 
St
ua
rt
 S
lo
ra
ch
 
〔
ス
ウ
ェ
ー
ヂ
ン
国
家
食
品
局
〕
20
02
.9
-2
00
6.
6 
Ge
of
fr
ey
 P
od
ge
r 
〔
英
国
保
健
省
、
英
国
食
品
基
準
庁
事
務
局
長
〕
20
03
.2
-2
00
5.
11
 
?
?
|
省
庁
|
Dr
. 
Pa
tr
ic
kW
al
1 
〔
ダ
ブ
リ
ン
大
学
特
任
教
授
、
欧
州
食
品
安
全
庁
理
事
〕
20
06
.9
-2
00
8.
6 
Ca
th
er
in
e 
Ge
sl
ai
nー し
an
ee
11 
e
 
〔
フ
ラ
ン
ス
農
務
省
、
欧
州
食
品
安
全
庁
副
議
長
〕
20
06
. 
7-
Pr
of
. 
Di
an
a 
Ba
na
ti
 
〔
ハ
ン
ガ
リ
ー
中
央
食
品
研
究
機
構
理
事
長
、
欧
州
食
品
安
全
庁
副
議
長
〕
20
08
.1
0-
20
10
.6
 
20
10
.1
0-
20
10
年
は
粧
底
合
ホ
"
7
0
 
※
新
た
に
事
務
局
長
が
任
命
さ
れ
る
ま
で
の
問
、
高
IJ
事
務
局
長
の
He
rm
an
B. 
W.
M.
Ko
et
er
が
事
務
局
長
代
理
と
な
っ
た
。
食
品
安
全
委
員
会
の
予
算
額
表
3
-
1
増
減
(
百
万
円
)
(
前
年
度
比
)
参
考
文
献
予
算
額
(
百
万
円
)
年
度
食
品
安
全
委
員
会
の
予
算
額
(
百
万
円
)
1，
50
0 
1，
25
0 
食
品
安
全
委
員
会
関
係
平
成
16
年
度
一
予
算
(
案
)
の
概
要
平
成
16
年
度
32
1
向
上
1，
43
2 
1，
46
4 
平
成
15
年
度
食
品
安
全
委
員
ム
関
係
平
成
17
年
度
A
2
4
1
R
 
予
算
当
初
内
示
の
概
要
1.
44
0 
平
成
17
年
度
1，
00
0 
平
成
18
年
戸
食
口
安
全
委
員
会
予
算
81
問
(
案
)
の
概
要
1.
44
8 
平
成
18
年
度
75
0 
平
成
19
年
伊
食
口
安
全
委
員
会
予
算
4
6
1
-
m
 
(
案
)
の
概
要
1.
49
4 
平
成
19
年
度
?
?
50
0 
平
成
20
年
度
食
F
安
全
委
員
会
予
算
A
7
1
1
 
(
案
)
の
概
要
平
成
22
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
... 
19
71
案
の
概
要
及
び
機
構
"
定
員
要
求
結
巣
の
概
要
に
つ
い
て
1.
48
7 
平
成
20
年
度
25
0 
1.
29
0 
平
成
21
年
度
平
成
23
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
... 
21
11
案
の
概
要
及
び
定
員
要
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
平
成
24
年
食
度
品
安
全
委
員
会
予
算
... 
60
1
案
の
概
要
及
び
定
員
要
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
※
平
成
15
年
度
は
、
常
勤
委
員
、
事
務
局
職
員
の
人
件
費
は
含
ま
な
い
。
ま
た
、
初
度
経
費
(
立
ち
上
げ
に
必
要
な
備
品
費
等
)
を
除
い
た
額
で
あ
る
。
※
平
成
21
年
度
は
、
事
務
所
移
転
に
伴
う
も
の
を
除
く
。
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
。
... 
72
1
問
上
平
成
23
年
度
1. 
21
8 
1.
00
7 
平
成
22
年
度
94
7 
平
成
24
年
度
食
品
安
全
委
員
会
の
職
員
数
(
常
勤
)
3
…
2
 
参
考
文
献
人
数
(名
)
年
度
食
品
安
全
委
員
会
の
職
員
数
(
常
勤
)
平
成
15
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
況
一
報
告
書
(
平
成
16
年
)
2頁
58
 
平
成
15
年
度
(
名
)
70
 
60
 
50
 
。 。
58
 
58
 
平
成
16
年
度
平
成
17
年
度
平
成
18
年
度
組
織
・
定
員
要
求
の
結
果
に
11 
つ
い
て
59
 
平
成
18
年
度
4
0
 
平
成
19
年
度
組
織
・
定
員
要
求
結
果
の
概
21 
要
に
つ
い
て
61 
平
成
19
年
度
30
 
平
成
20
年
度
組
織
・
定
員
要
求
結
果
の
概
21 
要
に
つ
い
て
?
?
63
 
平
成
20
年
度
20
 
平
成
21
年
度
組
織
・
定
員
要
求
結
果
の
概
.A
 
31
要
60
 
平
成
21
年
度
平
成
22
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
案
の
11
概
要
及
び
機
構
・
定
員
要
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
平
成
23
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
案
の
11
概
要
及
び
定
員
婆
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て 平
成
24
年
度
食
品
安
全
委
員
会
予
算
案
の
01概
要
及
び
定
員
要
求
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
※
食
品
安
全
委
員
会
常
勤
委
員
4名
を
含
む
。
食
品
安
全
委
員
会
非
常
勤
委
員
3名
、
技
術
参
与
(
非
常
勤
)
、
専
門
委
員
(
非
常
勤
)
を
除
く
。
10
 
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
。
61 
平
成
22
年
度
62
 
平
成
23
年
度
62
 
平
成
24
年
度
表
3
-
3
食
品
安
全
委
員
会
の
食
品
健
康
影
響
評
価
件
数
?
?
?
年
度
評
価
件
数
増
減
(
件
)
(
前
年
度
比
)
参
考
文
献
平
成
15
年
度
63
 
平
成
15
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
(件
)
食
品
安
全
委
員
会
の
食
品
健
康
影
響
評
価
件
数
一
況
報
告
書
(
平
成
16
年
)
39
東
25
0 
平
成
16
年
度
80
 
17
 平
成
16
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
況
報
告
書
(
平
成
17
年
)
佐
賀
20
0 
平
成
17
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
r酬
幽圃
圃圃
平
成
17
年
度
74
 
.... 
6
 況
報
告
書
(
平
成
18
年
)
30
頁
15
0 
ヤ
一
一
一ー
ー
r輔
自国ー
ー
平
成
18
年
度
11
3 
39
 平
成
18
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
況
報
告
書
(
平
成
19
年
)
30
頁
r-
楠園
田・
r酬
輔剛
醐嗣
10
0 
ト
一
一
一
一
一
ト
一
一
一
一
一
ト
一
一
一
一
一
トー
一
平
成
19
年
度
20
1 
88
 平
成
19
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
r園
田自
由
況
報
告
書
(
平
成
20
年
)
18
貰
r欄
.開
聞輔
副
r園
田幽
幽岨
50
 
ト
一
一
一
一
ドー
一
一
一
一
ト
一
一
一
一
一
一
一
一
平
成
20
年
度
19
0 
.... 
11 
平
成
20
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
況
報
告
審
(
平
成
21
年
)
27
頁
。
平
成
21
年
度
14
5 
.... 
45
 平
成
21
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
平
平
平
平
平
平
平
平
況
報
告
書
(
平
成
22
年
)
18
貰
成
成
成
成
成
成
成
成
2
 
2
 
2
 
5
 
6
 
7
 
8
 
9
 
。
2
 
年
年
年
年
年
年
年
年
平
成
22
年
度
11
8 
.... 
27
 平
成
22
年
度
食
品
安
全
委
員
会
運
営
状
度
度
度
度
度
度
度
度
況
報
告
書
(
平
成
23
年
)
18
貰
~
・
.. 
_... 
表
3
-
4
食
品
安
全
委
員
会
の
委
員
長
?
?
?
年
度
委
員
長
専
門
分
野
等
参
考
文
献
平
成
15
年
度
平
成
16
年
度
寺
田
雅
昭
臆
場
学
(
研
究
者
)
食
品
安
全
委
員
会
第
1回
会
合
議
事
録
(
平
成
15
年
)
3
 
(H
15
. 
7. 
1-
H1
8.
 1
2.
2
1) 
頁
平
成
17
年
度
平
成
18
年
度
平
成
19
年
度
見
上
彪
微
生
物
学
(
研
究
者
)
食
品
安
全
委
員
会
委
員
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
(H
18
.1
2.
21
-H
21
.6
.3
0)
 
平
成
20
年
度
平
成
21
年
度
平
成
22
年
度
小
泉
直
子
公
衆
衛
生
学
(
研
究
者
)
食
品
安
全
委
員
会
委
員
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
(H
21
.7
.1
-)
 
平
成
23
年
度
表
4
…
1
運
営
組
織
の
中
核
的
構
成
員
(
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
担
当
機
関
)
? ?
閣
情
地
域
英
国
E
U
 
日
本
運
営
組
織
食
品
基
準
庁
委
員
会
(B
oa
rd
)
欧
州
食
品
安
全
庁
執
行
理
事
会
(M
an
ag
em
en
t
Bo
ar
d)
 
食
品
安
全
委
員
会
委
員
長
、
副
委
員
長
、
8名
以
上
12
名
以
下
の
委
員
(1
99
9年
食
品
理
事
会
(t
he
Co
un
c 
i
 
1)
が
任
命
す
る
14
名
、
欧
州
委
員
会
の
代
委
員
7人
、
う
ち
3人
は
非
常
勤
(
食
品
安
全
基
本
法
(
以
下
「
基
構
成
基
準
法
(
以
下
f基
準
法
J
)
第
2条
第
1項
)
表
者
(R
eg
ul
at
io
n(
EC
)N
o1
78
/2
00
2
(
以
下
「
規
則
J
)
第
25
本
法
J
)
第
28
条
第
1項
・
第
2項
)
条
第
1項
)
(
食
品
安
全
文
は
そ
の
他
食
品
に
係
る
消
費
者
利
益
に
関
連
す
る
経
験
を
含
め
)
様
々
な
技
術
や
経
験
が
食
品
基
準
庁
の
委
員
の
間
選
考
基
準
で
、
活
動
で
き
る
こ
と
を
保
証
す
る
の
に
望
ま
し
い
も
の
で
あ
る
か
4名
は
消
費
者
や
フ
ー
ド
チ
ェ
ー
ン
に
お
け
る
そ
の
他
の
利
害
を
代
食
品
の
安
全
性
の
確
保
に
関
し
て
優
れ
た
識
見
を
有
す
る
者
(
基
(
基
準
法
第
2条
第
3項
a号
)
表
す
る
組
織
で
の
経
験
を
持
つ
者
(
規
則
第
25
条
第
1項
)
本
法
第
29
条
第
1項
)
職
責
の
遂
行
を
妨
げ
る
お
そ
れ
の
あ
る
財
務
又
は
そ
の
他
の
利
害
関
係
を
有
し
て
い
る
か
(
基
準
法
第
2条
第
3項
b号
)
選
考
過
程
適
切
な
当
局
と
の
協
議
(
基
準
法
第
2条
第
2項
)
欧
州
委
員
会
に
よ
る
候
補
者
リ
ス
ト
作
成
、
欧
州
議
会
と
の
協
議
両
議
践
の
同
意
(
基
本
法
第
29
条
第
1項
)
(
規
制
第
25
条
第
1項
)
任
命
者
適
切
な
当
局
(
保
健
担
当
大
臣
)
等
(
基
準
法
第
2条
)
理
事
会
(t
he
Co
un
c 
i
 
1) 
(
規
則
第
25
条
第
1項
)
内
閣
総
理
大
臣
(
基
本
法
第
29
条
第
1項
)
任
期
は
合
同
で
活
動
す
る
適
切
な
当
局
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
る
(
基
準
法
附
員
IJ1
第
2条
第
2項
)
破
産
宣
告
さ
れ
た
場
合
、
職
責
の
遂
行
を
怠
っ
た
場
合
等
に
お
い
任
期
3年
(
基
本
法
第
30
条
第
1項
)
身
分
保
障
て
、
任
命
者
が
同
意
し
た
と
き
は
罷
免
さ
れ
得
る
(
基
準
法
附
良
IJ
1
 任
期
4年
(
規
員
IJ
第
25
条
第
2項
)
内
閣
総
理
大
臣
は
、
委
員
が
心
身
の
故
障
の
た
め
職
務
の
執
行
が
第
3条
・
第
4条
)
で
き
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
等
に
お
い
て
は
、
両
議
院
の
同
意
深
刻
な
責
務
の
不
履
行
に
対
す
る
国
務
大
臣
の
監
督
に
従
わ
な
い
を
得
て
、
罷
免
す
る
こ
と
が
で
き
る
(
基
本
法
第
31
条
)
場
合
は
関
係
当
局
の
間
意
を
得
た
上
で
国
務
大
臣
が
す
べ
て
の
委
員
を
解
任
で
き
る
(
基
準
法
第
24
条
第
8項
)
在
任
中
、
政
党
そ
の
他
の
政
治
的
団
体
の
役
員
と
な
り
、
又
は
積
よ
記
選
考
基
準
で
基
準
法
が
言
及
し
て
い
る
も
の
の
ほ
か
、
「食
極
的
に
政
治
運
動
を
し
て
は
な
ら
な
い
(
基
本
法
第
32
条
第
2項
)
要
求
さ
れ
る
独
立
性
品
基
準
庁
の
委
員
会
メ
ン
バ
ー
の
た
め
の
行
動
規
範
J
(
以
下
公
益
の
た
め
独
立
し
て
活
動
(
規
則
第
37
条
第
1項
)
常
勤
の
委
員
は
、
在
任
中
、
内
閣
総
理
大
臣
の
許
可
の
あ
る
場
合
f基
準
庁
行
動
規
範
J
)
等
で
、
個
人
的
利
益
の
追
求
や
一
定
程
を
除
く
ほ
か
、
報
酬
を
得
て
他
の
職
務
に
従
事
し
、
文
は
営
利
事
度
の
政
治
活
動
等
を
禁
止
し
て
い
る
業
を
営
み
、
そ
の
他
金
銭
上
の
利
益
を
自
的
と
す
る
業
務
を
行
つ
て
は
な
ら
な
い
(
基
本
法
第
32
条
第
3項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
が
、
個
別
の
調
査
審
議
等
の
適
否
を
判
断
す
る
利
害
宣
言
基
準
法
で
言
及
は
な
い
が
、
基
準
庁
行
動
規
範
に
基
づ
き
要
求
さ
れ
る
必
要
(
規
制
第
37
条
第
1項
)
「
確
認
書
J(
i食
品
安
全
委
員
会
に
お
け
る
調
査
審
議
方
法
等
に
つ
い
て
Jに
基
づ
く
)
を
作
成
す
る
(
食
品
基
準
庁
)
食
品
の
消
費
に
関
し
て
生
ず
る
リ
ス
ク
か
ら
公
衆
衛
生
(
執
行
理
事
会
)
欧
州
食
品
安
全
庁
の
任
務
を
遂
行
す
る
こ
と
と
同
庁
に
責
任
等
を
保
護
す
る
ほ
か
、
食
品
関
係
の
消
費
者
利
益
を
保
護
す
る
こ
と
(
基
準
割
り
当
て
ら
れ
た
課
題
を
規
則
で
規
定
さ
れ
た
条
件
下
で
実
行
す
る
こ
と
(
委
員
会
)
食
品
健
康
影
響
評
価
の
実
施
等
(
基
本
法
第
23
条
)
法
第
1条
第
2項
)
を
保
証
す
る
こ
と
(
規
則
第
25
条
第
7項
)
表
4
-
2
科
学
的
意
見
を
実
質
的
に
形
成
す
る
組
織
の
構
成
員
? 。
国
・
地
域
英
国
E
U
 
日
本
科
学
的
意
見
を
実
食
品
基
準
庁
諮
問
委
員
会
(A
dv
is
or
y
Co
mm
it
te
e)
 
質
的
に
形
成
す
る
※
以
下
は
、
fそ
の
他
の
諮
問
委
員
会
J
(
基
準
法
第
5条
第
3
欧
州
食
品
安
全
庁
科
学
委
員
会
(S
ci
en
ti
fi
c
Co
mm
it
te
e)
 
食
品
安
全
委
員
会
専
門
部
会
組
織
項
)
に
該
当
す
る
f微
生
物
学
的
食
品
安
全
に
関
す
る
諮
問
委
員
会
」
の
場
合
。
委
員
(
基
準
法
鮒
員
IJ2
第
3条
第
1項
)
構
成
※
微
生
物
学
的
食
品
安
全
に
関
す
る
諮
問
委
員
会
f委
員
の
た
め
科
学
パ
ネ
ル
の
議
長
、
ど
の
科
学
パ
ネ
ル
に
も
属
し
て
い
な
い
6人
委
員
会
に
専
門
委
員
(
非
常
勤
)
を
寵
く
こ
と
が
で
き
る
(
基
本
の
行
動
規
範
J
(
以
下
「
諮
問
委
員
会
行
動
規
範
J
)
に
お
い
の
独
立
し
た
科
学
的
専
門
家
(
規
制
第
28
条
第
3項
)
法
第
36
条
第
1項
・
第
4項
)
て
、
委
員
長
の
役
割
に
つ
い
て
言
及
し
て
い
る
。
基
準
法
で
雷
及
は
な
い
が
、
Th
e
Se
ve
n 
Pr
in
ci
pl
es
 o
f 
Pu
bl
 i
c 
Li
fe
 
(N
ol
an
 
Pr
in
ci
pl
es
)
や
政
府
科
学
局
「
科
学
的
諮
問
委
員
会
の
た
め
の
行
動
規
範
」
に
沿
っ
て
任
命
さ
れ
る
(S
ee
，
 A
dv
is
or
y 
Co
棚
it
te
e
on
 
th
e 
Mi
cr
ob
io
lo
gi
ca
l 
選
考
基
準
Sa
fe
ty
 o
f 
Fo第o
d
，
 A
nn
ua
l 
Re
po
rt
 2
01
0
，
 P
6.
) 
独
立
し
た
科
学
的
専
門
家
(
規
制
第
28
条
第
3項
・
第
4項
)
学
識
経
験
の
あ
る
者
(
基
本
法
第
36
条
第
2項
)
基
準
法
鮒
則
2~
3条
第
2項
に
お
い
て
、
食
品
基
準
庁
の
委
員
が
fそ
の
他
の
諮
問
委
員
会
j
の
委
員
と
な
り
う
る
旨
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
基
準
庁
行
動
規
範
で
は
、
食
品
基
準
庁
の
委
員
会
に
助
言
す
る
科
学
的
諮
問
委
員
会
の
委
員
と
な
る
こ
と
を
禁
止
し
て
い
る。
選
考
過
程
適
切
な
当
局
と
の
協
議
(
基
準
法
附
員
IJ2
第
3条
第
1項
)
E
C官
報
等
で
の
公
表
、
事
務
局
長
の
提
案
(
規
則
第
28
条
第
5項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
任
命
者
食
品
基
準
庁
(
基
準
法
附
員
IJ2
第
3条
第
1項
)
欧
州
食
品
安
全
庁
執
行
理
事
会
(
規
則
第
28
条
第
5!
真)
内
閣
総
理
大
臣
(
基
本
法
第
36
条
第
2項
)
任
期
に
関
し
て
基
準
法
で
言
及
は
な
い
が
、
通
常
は
2"
"4
年
程
度
当
該
専
門
の
事
項
に
関
す
る
調
査
審
議
が
終
了
し
た
と
き
は
、
解
任
さ
身
分
保
障
(S
ee
，
 Ad
vi
so
ry
 C
om
mi
tt
ee
 o
n 
th
e 
Mi
cr
ob
io
lo
gi
ca
l 
Sa
fe
ty
 o
f 
任
期
3年
(
規
則
第
28
条
第
5項
)
れ
る
も
の
と
す
る
(
基
本
法
第
36
条
第
3項
)
Fo
od
，
 An
nu
al
 R
ep
or
t 
20
10
，
 P6
.)
 
要
求
さ
れ
る
独
立
性
基
準
法
で
言
及
は
な
い
が
、
諮
問
委
員
会
行
動
規
範
等
で
、
個
人
的
利
あ
ら
ゆ
る
外
部
の
影
響
か
ら
独
立
し
て
活
動
(
規
則
第
37
条
第
2項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
益
の
追
求
や
一
定
程
度
の
政
治
活
動
等
を
禁
止
し
て
い
る
基
準
法
で
言
及
は
な
い
が
、
諮
問
委
員
会
行
動
規
範
に
基
づ
き
要
求
さ
基
本
法
で
言
及
は
な
い
が
、
個
別
の
調
査
審
議
等
の
適
否
を
判
断
す
る
科
書
宣
言
必
要
(
規
制
第
37
条
第
2項
)
「
確
認
書
J(
r食
品
安
全
委
員
会
に
お
け
る
調
査
審
議
方
法
等
に
つ
い
れ
る
て
JI
こ
基
づ
く
)
を
作
成
す
る
基
準
法
で
雷
及
は
な
い
が
、
諮
問
委
員
会
行
動
規
範
に
お
い
て
、
f食
品
責
任
等
基
準
庁
発
出
の
あ
ら
ゆ
る
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
含
め
、
関
連
す
る
要
素
を
全
て
科
学
的
意
見
の
提
供
(
規
則
第
28
条
第
1項
)
専
門
の
事
項
の
調
査
審
議
(
基
本
法
第
36
条
第
1項
)
考
慮
し
て
、
問
題
に
つ
い
て
委
員
共
同
で
全
力
の
検
討
に
あ
た
る
こ
と
J
等
に
言
及
し
て
い
る
表
4
-
3
運
営
組
織
の
事
務
局
長
(
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
担
当
機
関
)
? ?
園
町
地
域
英
国
E
U
 
日
本
比
較
項
目
食
品
基
準
庁
事
務
局
長
(C
hi
ef
Ex
ec
ut
iv
e)
 
欧
州
食
品
安
全
庁
事
務
局
長
(E
xe
cu
ti
ve
Di
re
ct
or
) 
食
品
安
全
委
員
会
事
務
局
長
選
考
基
準
基
準
法
で
言
及
は
な
い
規
則
で
言
及
は
な
い
基
本
法
で
言
及
は
な
い
合
同
し
て
活
動
す
る
適
切
な
当
局
の
承
認
(
基
準
法
第
3条
第
3項
)
E
C官
報
で
の
公
表
、
公
開
競
争
、
欧
州
委
員
会
に
よ
る
候
補
者
リ
ス
ト
選
考
過
程
※
公
募
を
実
施
し
て
い
る
旨
、
年
報
で
言
及
あ
り
。
作
成
、
任
命
前
に
指
名
候
補
者
が
欧
州
議
会
の
前
で
陳
述
及
び
質
疑
基
本
法
で
言
及
は
な
い
へ
の
応
答
を
行
う
こ
と
(
規
員
Ij第
26
条
第
1項
)
任
命
者
食
品
基
準
庁
(
基
準
法
第
3条
第
1項
)
欧
州
食
品
安
全
庁
執
行
理
事
会
(
規
則
第
26
条
第
1項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
身
分
保
障
任
期
に
関
し
て
基
準
法
で
言
及
は
な
い
任
期
5年
、
執
行
理
事
会
の
過
半
数
に
よ
り
免
職
さ
れ
得
る
(
規
則
第
25
基
本
法
で
言
及
は
な
い
任
期
に
応
じ
て
就
任
・
離
職
(
基
準
法
第
3条
第
6項
)
条
第
1項
)
要
求
さ
れ
る
基
準
法
で
言
及
は
な
い
公
益
の
た
め
独
立
し
て
活
動
(
規
則
第
37
条
第
1項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
独
立
性
利
害
宣
言
基
準
法
で
言
及
は
な
い
必
要
(
規
制
第
37
条
第
1項
)
基
本
法
で
言
及
は
な
い
目
的
・
地
位
・
責
任
食
品
基
準
庁
の
活
動
が
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
遂
行
さ
れ
る
こ
と
を
保
欧
州
食
品
安
全
庁
の
法
律
上
の
代
表
者
、
日
常
の
組
織
運
営
等
(
規
則
委
員
長
の
命
を
受
け
て
、
局
務
を
掌
理
す
る
(
基
本
法
第
37
条
第
3
証
(
基
準
法
第
3条
第
2項
)
第
26
条
第
2項
)
項
)
ト
ー
